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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分子を含む融解流を、メルト
ブローダイの複数のオリフィスに通すことにより、複数のメルトブローン繊維を形成する
工程であって、前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーが、ポリ（エチレ
ン）テレフタレート、ポリ（ブチレン）テレフタレート、ポリ（エチレン）ナフタレート
、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシル）ブチラート、ポリ（トリメチレン）テレフタレー
ト、又はこれらの組み合わせを含む、工程と、
　ｂ）工程（ａ）の前記メルトブローン繊維が前記複数のオリフィスから出た直後に、前
記メルトブローン繊維の少なくとも一部分に、制御された空中熱処理作業を行う工程であ
って、前記制御された空中熱処理作業は、強制ガス流対流加熱を用いて実施され、前記制
御された空中熱処理作業を受けた前記繊維部分内の分子の少なくとも一部分の応力緩和を
達成するのに十分な時間、前記メルトブローン繊維の一部分のガラス転移温度よりも高く
、融解温度より低い温度で行われ、前記メルトブローン繊維の見掛け結晶子サイズが、３
０Å～５０Åである、工程と、
　ｃ）工程（ｂ）の前記制御された空中熱処理作業を受けたメルトブローン繊維の一部分
の少なくとも一部をコレクターに捕集して、不織布繊維構造を形成する工程であって、前
記不織布繊維構造は、工程（ｂ）の前記制御された空中熱処理作業を受けずに同じように
調製された構造で測定した収縮率よりも、低い収縮率を呈する、工程と、
　を含むプロセス。
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【請求項２】
　少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーを含む熱可塑性材料の融解流を、メ
ルトブローダイに供給する工程であって、前記熱可塑性材料は核生成を達成するのに有効
な量の核生成剤を含まず、前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーが、ポ
リ（エチレン）テレフタレート、ポリ（ブチレン）テレフタレート、ポリ（エチレン）ナ
フタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシル）ブチラート、ポリ（トリメチレン）テ
レフタレート、又はこれらの組み合わせを含む、工程と、
　前記熱可塑性材料にメルトブローを行って少なくとも１本の繊維にする工程と、
　前記少なくとも１本の繊維が、前記メルトブローダイから出た直後、不織布繊維構造と
してコレクターに捕集される前に、前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマ
ーのガラス転移温度よりも高く、融解温度よりも低い温度で、制御された空中熱処理作業
を受ける工程であって、この処理時間は、前記不織布繊維構造が、前記制御された空中熱
処理作業を受けずに同じように調製された構造で測定した収縮率よりも、低い収縮率を呈
するのに、十分な時間であり、前記制御された空中熱処理作業は、強制ガス流対流加熱を
用いて実施され、前記制御された空中熱処理作業を受けた繊維の見掛け結晶子サイズが、
３０Å～５０Åである、工程と、
　を含むプロセス。
【請求項３】
　前記空中熱処理作業を受けた前記不織布繊維構造の前記収縮率が、１５％未満である、
請求項１又は２に記載のプロセス。
【請求項４】
　前記制御された空中熱処理作業が、少なくとも０．００１秒かつ１．０秒以下の持続時
間を有する、請求項１～３のいずれか一項に記載のプロセス。
【請求項５】
　少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分子を含有する複数のメルトブロ
ーン繊維を含む不織布繊維構造であって、前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）
ポリマーが、ポリ（エチレン）テレフタレート、ポリ（ブチレン）テレフタレート、ポリ
（エチレン）ナフタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシル）ブチラート、ポリ（ト
リメチレン）テレフタレート、又はこれらの組み合わせを含み、前記熱可塑性材料は、核
生成を達成するのに有効な量の核生成剤を含まず、更に、前記不織布繊維構造は寸法安定
性であり、１５％未満の収縮率を呈し、前記メルトブローン繊維の見掛け結晶子サイズが
、３０Å～５０Åである、不織布繊維構造。
【請求項６】
　前記不織布繊維構造の第１加熱においてＭＤＳＣを用いて得られた全熱流量曲線が、空
中熱処理なしで同じように調製された不織布繊維構造の第１加熱においてＭＤＳＣを用い
て得られた全熱流量曲線に比べて、より高い結晶化温度へのシフトを示す、請求項５に記
載の不織布繊維構造。
【請求項７】
　メルトブローダイと、
　該メルトブローダイから放出されるメルトブローン繊維に、該メルトブローン繊維の融
解温度よりも低い温度で、制御された空中熱処理を行うための手段であって、前記メルト
ブローン繊維が、ポリ（エチレン）テレフタレート、ポリ（ブチレン）テレフタレート、
ポリ（エチレン）ナフタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシル）ブチラート、ポリ
（トリメチレン）テレフタレート、又はこれらの組み合わせを含む、手段と、
　前記熱処理されたメルトブローン繊維を捕集するコレクターと、
　を含む、装置であって、
　前記熱処理されたメルトブローン繊維の見掛け結晶子サイズが、３０Å～５０Åであり
、
　前記メルトブローダイから放出されたメルトブローン繊維の制御された空中熱処理を行
うための前記手段が、強制ガス流対流ヒーターである、装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示はメルトブローン繊維を含む不織布繊維構造に関するものであり、より具体的に
は、寸法安定性メルトブローン不織布繊維ウェブと、そのようなウェブを調製するための
方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　メルトブローは、熱可塑性（コ）ポリマー繊維の不織布繊維ウェブを形成するためのプ
ロセスである。典型的なメルトブロープロセスにおいては、１つ又は２つ以上の熱可塑性
（コ）ポリマーの流れを、密に配置したオリフィスを含むダイに通して押出成形し、高速
の高温空気の集束流で細くすることにより、マイクロファイバーを形成し、これを捕集し
て、メルトブローン不織布繊維ウェブを形成する。
【０００３】
　従来型のメルトブローン不織布繊維ウェブを形成するのに一般に使用される熱可塑性（
コ）ポリマーには、ポリエチレン（ＰＥ）及びポリプロピレン（ＰＰ）が挙げられる。メ
ルトブローン不織布繊維ウェブは、防音、断熱、濾過媒体、手術用ドレープ、及び拭き取
り布など多数の各種用途で使用される。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　従来型のメルトブローン不織布繊維ウェブの制限のひとつは、後続プロセス又は使用中
（例えば断熱材としての使用中）に、それほど高温でなくとも加熱された場合、収縮する
傾向があることである。そのような収縮は、メルトブローン繊維が熱可塑性ポリエステル
（コ）ポリマー（例えばポリ（エチレン）テレフタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（エチレ
ン）ナフタレート、又はこれらの組み合わせ）を含む場合に特に問題となり得る。これら
は、特定の用途においてより高温の性能を達成することが望まれ得る。したがって、寸法
安定性のメルトブローン不織布繊維構造を製造するためのメルトブロープロセスを開発す
ることが望ましく、より具体的には、１つ又は２つ以上のポリエステル（コ）ポリマーを
含む寸法安定性のメルトブローン不織布繊維ウェブを製造するためのメルトブロープロセ
スを開発することが望ましい。
【０００５】
　よって、一態様において、本開示は、寸法安定性のメルトブローン不織布繊維ウェブを
製造するためのプロセス又は方法を記述する。いくつかの代表的実施形態において、この
プロセスは、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分子を含む融解流を、
メルトブローダイの多数のオリフィスに通すことにより、多数のメルトブローン繊維を形
成する工程と、メルトブローン繊維が多数のオリフィスから出た直後に、メルトブローン
繊維の少なくとも一部分に、制御された空中熱処理作業を行う工程であって、この制御さ
れた空中熱処理作業は、制御された空中熱処理作業を受けた繊維部分内の分子の少なくと
も一部分の応力緩和を達成するのに十分な時間、メルトブローン繊維の一部分の融解温度
より低い温度で行われる工程と、制御された空中熱処理作業を受けたメルトブローン繊維
の少なくとも一部をコレクターに捕集して、不織布繊維構造を形成する工程と、を含む。
この不織布繊維構造は、制御された空中熱処理作業を受けずに同じように調製された構造
で測定した収縮率（本明細書で記述される方法を用いて決定）よりも、低い収縮率を呈す
る。
【０００６】
　他の代表的な実施形態において、このプロセスは、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性
（コ）ポリマーを含む熱可塑性材料の融解流を、メルトブローダイに供給する工程であっ
て、この熱可塑性材料は核生成を達成するのに有効な量の核生成剤を含まない、工程と、
この熱可塑性材料にメルトブローを行って少なくとも１本の繊維にする工程と、この少な
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くとも１本の繊維が、メルトブローダイから出た直後、不織布繊維構造としてコレクター
に捕集される前に、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの融解温度よりも
低い温度で、制御された空中熱処理作業を受ける工程であって、この処理時間は、この不
織布繊維構造が、制御された空中熱処理作業を受けずに同じように調製された構造で測定
した収縮率（本明細書で記述される方法を用いて試験された場合）よりも、低い収縮率を
呈するのに、十分な時間である、工程と、を含む。
【０００７】
　別の態様において、本開示は、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分
子を含有する多数のメルトブローン繊維を含む不織布繊維構造について記述し、この熱可
塑性材料は、核生成を達成するのに有効な量の核生成剤を含まず、更に、この不織布繊維
構造は寸法安定性であり、１５％未満の収縮率を呈する。
【０００８】
　更に別の態様において、本開示は装置について記述し、この装置は、メルトブローダイ
と、このメルトブローダイから放出されたメルトブローン繊維に、このメルトブローン繊
維の融解温度よりも低い温度で、制御された空中熱処理を行うための手段と、この熱処理
されたメルトブローン繊維を捕集するコレクターと、を含む。
【０００９】
　本開示の様々な代表的実施形態が、下記の代表的な実施形態のリストにより更に説明さ
れる。この実施形態は、本開示を過度に限定するように解釈されるべきではない。
【００１０】
　代表的な実施形態のリスト
　Ａ．
　　ａ）少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分子を含む融解流を、メル
トブローダイの多数のオリフィスに通すことにより、多数のメルトブローン繊維を形成す
る工程と、
　　ｂ）工程（ａ）のメルトブローン繊維が多数のオリフィスから出た直後に、メルトブ
ローン繊維の少なくとも一部分に、制御された空中熱処理作業を行う工程であって、制御
された空中熱処理作業は、制御された空中熱処理作業を受けた繊維部分内の分子の少なく
とも一部分の応力緩和を達成するのに十分な時間、メルトブローン繊維の一部分の融解温
度よりも低い温度で行われる工程と、
　　ｃ）工程（ｂ）の制御された空中熱処理作業を受けたメルトブローン繊維の一部分の
少なくとも一部をコレクターに捕集して、不織布繊維構造を形成する工程であって、不織
布繊維構造は、工程（ｂ）の制御された空中熱処理作業を受けずに同じように調製された
構造で測定した収縮率よりも、低い収縮率を呈する、工程と、
　を含むプロセス。
　Ｂ．
　少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーを含む熱可塑性材料の融解流を、メ
ルトブローダイに供給する工程であって、熱可塑性材料は核生成を達成するのに有効な量
の核生成剤を含まない、工程と、
　熱可塑性材料にメルトブローを行って少なくとも１本の繊維にする工程と、
　少なくとも１本の繊維が、メルトブローダイから出た直後、不織布繊維構造としてコレ
クターに捕集される前に、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの融解温度
よりも低い温度で、制御された空中熱処理作業を受ける工程であって、この処理時間は、
不織布繊維構造が、制御された空中熱処理作業を受けずに同じように調製された構造で測
定した収縮率よりも、低い収縮率を呈するのに、十分な時間である、工程と、
　を含むプロセス。
　Ｃ．前記少なくとも１つの半結晶性（コ）ポリマーが、脂肪族ポリエステル（コ）ポリ
マー、芳香族ポリエステル（コ）ポリマー、又はこれらの組み合わせを含む、上述の実施
形態のいずれか一項に記載のプロセス。
　Ｄ．前記半結晶性（コ）ポリマーが、ポリ（エチレン）テレフタレート、ポリ（ブチレ
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ン）テレフタレート、ポリ（エチレン）ナフタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシ
ル）ブチラート、ポリ（トリメチレン）テレフタレート、又はこれらの組み合わせを含む
、実施形態Ｃに記載のプロセス。
　Ｅ．前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーが、ポリエステル（コ）ポ
リマーと、少なくとも１つの他の（コ）ポリマーとの配合物を含み、ポリマー配合物を形
成する、実施形態Ｃ又はＤに記載のプロセス。
　Ｆ．前記空中熱処理作業を受けた前記不織布繊維構造の前記収縮率が、約１５％未満で
ある、上述の実施形態のいずれか一項に記載のプロセス。
　Ｇ．前記制御された空中熱処理作業が、前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）
ポリマーに、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーのガラス転移温度より高
い温度を適用する、上述の実施形態のいずれか一項に記載のプロセス。
　Ｈ．前記制御された空中熱処理作業が、約８０℃～約２４０℃の温度で実施される、上
述の実施形態のいずれか一項に記載のプロセス。
　Ｉ．前記制御された空中熱処理作業が、少なくとも約０．００１秒～約１．０秒以下の
持続時間を有する、上述の実施形態のいずれか一項に記載のプロセス。
　Ｊ．前記制御された空中熱処理作業が、放射加熱、自然対流加熱、強制ガス流対流加熱
、又はこれらの組み合わせを用いて実施される、上述の実施形態のいずれか一項に記載の
プロセス。
　Ｋ．前記制御された空中熱処理作業が、赤外線放射加熱を用いて実施される、実施形態
Ｊに記載のプロセス。
　Ｌ．前記不織布繊維構造が、マット、ウェブ、シート、スクリム、布地、及びこれらの
組み合わせからなる群から選択される、上述の実施形態のいずれか一項に記載のプロセス
。
　Ｍ．前記不織布繊維構造の前記メルトブローン繊維が、約１０マイクロメートル未満の
メジアン繊維径を呈する、上述の実施形態のいずれか一項に記載のプロセス。
　Ｎ．前記空中熱処理作業の前に、最中に、又は後に、前記メルトブローン繊維に多数の
微粒子を添加する工程を更に含む、上述の実施形態のいずれか一項に記載のプロセス。
　Ｏ．前記空中熱処理作業の前に、最中に、又は後に、前記メルトブローン繊維に多数の
非メルトブローン繊維を添加する工程を更に含む、上述の実施形態のいずれか一項に記載
のプロセス。
　Ｐ．上述の実施形態のいずれか一項に記載のプロセスを使用して調製された、不織布繊
維構造。
　Ｑ．
　少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分子を含有する多数のメルトブロ
ーン繊維を含む不織布繊維構造であって、熱可塑性材料は、核生成を達成するのに有効な
量の核生成剤を含まず、更に、不織布繊維構造は寸法安定性であり、１５％未満の収縮率
を呈する、不織布繊維構造。
　Ｒ．前記少なくとも１つの半結晶性（コ）ポリマーが、脂肪族ポリエステル（コ）ポリ
マー、芳香族ポリエステル（コ）ポリマー、又はこれらの組み合わせを含む、実施形態Ｑ
に記載の不織布繊維構造。
　Ｓ．前記半結晶性（コ）ポリマーが、ポリ（エチレン）テレフタレート、ポリ（ブチレ
ン）テレフタレート、ポリ（エチレン）ナフタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシ
ル）ブチラート、ポリ（トリメチレン）テレフタレート、又はこれらの組み合わせを含む
、実施形態Ｑ又はＲに記載の不織布繊維構造。
　Ｔ．前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーが、ポリエステル（コ）ポ
リマーと、少なくとも１つの他の（コ）ポリマーとの配合物を含み、ポリマー配合物を形
成する、実施形態Ｑ、Ｒ又はＳのいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
　Ｕ．前記不織布繊維構造が、マット、ウェブ、シート、スクリム、布地、及びこれらの
組み合わせからなる群から選択される、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ又はＴのいずれか一項に記載
の不織布繊維構造。
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　Ｖ．前記不織布繊維構造の前記メルトブローン繊維が、約１０マイクロメートル未満の
メジアン繊維径を呈する、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ又はＵのいずれか一項に記載の不織布
繊維構造。
　Ｗ．約０．５％～約１２％のソリディティを呈する、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ又は
Ｖのいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
　Ｘ．１００ｇｓｍ～約３５０ｇｓｍの坪量を呈する、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ
又はＷのいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
　Ｙ．前記不織布繊維構造の第１加熱において変調示差走査熱量測定法（ＭＤＳＣ）を用
いて得られた全熱流量曲線が、空中熱処理なしで同じように調製された不織布繊維構造の
第１加熱においてＭＤＳＣを用いて得られた全熱流量曲線に比べて、より高い結晶化温度
へのシフトを示す、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ又はＸのいずれか一項に記載の
不織布繊維構造。
　Ｚ．公称融点を上回る温度での空中熱処理で不織布繊維構造を加熱した後の第１冷却に
おいて、ＭＤＳＣを用いて得られた全熱流量曲線が、空中熱処理なしで同じように調製さ
れた不織布繊維構造について公称融点を上回る温度に加熱した後の第１冷却において、Ｍ
ＤＳＣを用いて得られた全熱流量曲線と比較されたときに、ガラス転移温度と公称融点と
の間に冷結晶化ピークのショルダーを呈する、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ、Ｘ
又はＹのいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
　ＡＡ．本明細書に開示される試験方法を用いて測定された圧縮強度が、１ｋＰａより高
い、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ、Ｘ、Ｙ又はＺのいずれか一項に記載の不織布
繊維構造。
　ＢＢ．本明細書に開示される試験方法を用いて測定された最大負荷引張強度が、１０ニ
ュートンより高い、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ、Ｘ、Ｙ、Ｚ又はＡＡのいずれ
か一項に記載の不織布繊維構造。
　ＣＣ．本明細書に開示される広角Ｘ線散乱を用いて測定された見掛け結晶子サイズが、
３０Å～５０Å（端の値を含む）である、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ、Ｘ、Ｙ
、Ｚ、ＡＡ又はＢＢのいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
　ＤＤ．多数の微粒子を更に含む、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ、Ｘ、Ｙ、Ｚ、
ＡＡ、ＢＢ又はＣＣのいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
　ＥＥ．多数の非メルトブローン繊維を更に含み、所望により非メルトブローン繊維は短
繊維である、実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ、Ｘ、Ｙ、Ｚ、ＡＡ、ＢＢ、ＣＣ又は
ＤＤのいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
　ＦＦ．実施形態Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ、Ｘ、Ｙ、Ｚ、ＡＡ、ＢＢ、ＣＣ又はＤＤ
のいずれか一項に記載の不織布繊維構造を含む物品であって、物品が、断熱物品、防音物
品、液体濾過物品、拭き取り布、手術用ドレープ、創傷包帯、衣類、呼吸用マスク、及び
これらの組み合わせからなる群から選択される、物品。
　ＧＧ．
　メルトブローダイと、
　メルトブローダイから放出されるメルトブローン繊維に、メルトブローン繊維の融解温
度よりも低い温度で、制御された空中熱処理を行うための手段と、
　熱処理されたメルトブローン繊維を捕集するコレクターと、
　を含む、装置。
　ＨＨ．前記メルトブローダイから放出されたメルトブローン繊維の制御された空中熱処
理を行うための前記手段が、放射ヒーター、自然対流ヒーター、強制ガス流対流ヒーター
、又はこれらの組み合わせからなる群から選択される、実施形態ＧＧに記載の装置。
　ＩＩ．前記メルトブローダイから放出されたメルトブローン繊維の制御された空中熱処
理のための前記手段が、少なくとも１つの赤外線ヒーターを含む放射ヒーターである、実
施形態ＨＨに記載の装置。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
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　本開示は、本開示の様々な実施形態の下記の詳細な説明を考慮し、添付図面に関連して
更に完全に理解することができ、図面は一定の代表的実施形態のみを示し、本開示の更に
広い態様を制限することを意図しないことが当業者によって理解される。
【図１Ａ】本開示の代表的な実施形態による、メルトブローン繊維の形成とそのメルトブ
ローン繊維の空中熱処理のための、代表的装置の全体概略図である。
【図１Ｂ】本開示の代表的な実施形態による、メルトブローン繊維の形成とそのメルトブ
ローン繊維の空中熱処理のための、別の代表的装置の全体概略図である。
【図２】本開示の代表的な実施形態による、実施例１（空中熱処理あり）と比較実施例Ａ
（空中熱処理なし）の不織布繊維ウェブを、公称融点より高い温度に加熱した後に第１冷
却を行った場合の、ＭＤＳＣによる全熱流量曲線プロットである。
【図３Ａ】本開示の代表的な実施形態による、実施例９（空中熱処理あり）と比較実施例
Ｅ（空中熱処理なし）の捕集された不織布繊維ウェブの、ＭＤＳＣによる、第１加熱によ
り得られた、全熱流量曲線、可逆熱流量曲線、非可逆熱流量曲線のプロットである。
【図３Ｂ】図３Ａの全熱流量曲線及び非可逆熱流量曲線の低温範囲を拡大したプロットで
ある。
【図３Ｃ】実施例９（空中熱処理あり）と比較実施例Ｅ（空中熱処理なし）の不織布繊維
ウェブを、公称融点より高い温度に加熱した後に第１冷却を行った場合の、ＭＤＳＣによ
る全熱流量曲線、可逆熱流量曲線、非可逆熱流量曲線のプロットである。
【図４】本開示の代表的な実施形態による、実施例９（空中熱処理あり）と比較実施例Ｅ
（空中熱処理なし）の捕集された不織布繊維ウェブの、広角Ｘ線散乱（ＷＡＸＳ）データ
のプロットである。
【図５】本開示の代表的な実施形態による、実施例９（空中熱処理あり）と比較実施例Ｅ
（空中熱処理なし）の捕集された不織布繊維ウェブの、小角Ｘ線散乱（ＳＡＸＳ）データ
のプロットである。
【００１２】
　本明細書及び図中で繰り返し使用される参照符合は、本開示の同じ若しくは類似の機構
又は要素を表わすものとする。上記の図面（一定の縮尺で描かれているわけではない）は
、本開示の様々な実施態様を示すが、「発明を実施するための形態」において記載される
ように、他の実施態様もまた企図される。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下の説明において、本明細書の説明の一部を形成する添付の一連の図面が参照される
が、これらはいくつかの具体的な実施形態の実例として示されている。本開示の範囲又は
趣旨から逸脱することなく、他の実施形態が想到され、実施されうる点を理解されたい。
以下の発明を実施するための形態はしたがって、限定的な意味で解釈されるべきではない
。
【００１４】
　特に断らない限り、本明細書並びに特許請求の範囲で使用される特徴部のサイズ、量、
及び物理特性を表すすべての数字は、全事例において「約」という用語によって修飾され
るものとして理解されるべきである。したがって、そうでない旨が示されない限り、上記
の明細書及び添付の「特許請求の範囲」において示される数値パラメータは、本明細書に
開示される教示を利用して当業者が得ようとする所望される特性に応じて変わり得る近似
値である。少なくとも、また特許請求の範囲への均等論の適用を制限する試みとしてでは
なく、各数値パラメータは、少なくとも、報告された有効数字の数を考慮して、通常の四
捨五入を適用することによって解釈されなければならない。更に、終点での数の範囲の使
用は、その範囲内のすべての数（例えば、１～５は、１、１．５、２、２．７５、３、３
．８０、４、及び５を含む）及びその範囲内の任意の更に狭い範囲又は単一値を含む。
【００１５】
　用語：
　明細書及び特許請求の範囲の全体を通して特定の用語が使用されており、大部分は周知
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であるが、いくらか説明を必要とするものもある。本明細書で使用されるとき、以下の通
りであると理解すべきである。
　数値又は幾何学的形状に関して用語「約」、「ほぼ」、「およそ」は、その数値の＋／
－５パーセント、あるいは、一般に認識される辺の数を有する幾何学的形状の隣接する辺
の間の内角値の＋／－５パーセントであることを意味し、これには明示的に、その数値又
は角度値の＋／－５パーセント以内のより狭い範囲、並びに正確な数値又は角度値も含ま
れる。例えば、「約」１００℃の温度は、９５℃～１０５℃の温度を示すが、明示的に任
意の更に狭い範囲の温度又は例えば１００℃ちょうどの温度を含むその範囲内の単一の温
度をも含む。
【００１６】
　特性又は特徴に関して用語「実質的」は、その特性又は特徴が、その特性又は特徴の２
％以内に呈されるが、特性又は特徴の２パーセント以内の任意の狭い範囲及び特性、並び
に特徴の正確な値もまた明示的に含むことを意味する。例えば、「実質的に」透明な基材
は、９８～１００％の入射光線を透過する基材を示す。
【００１７】
　用語「ａ」、「ａｎ」及び「ｔｈｅ」は、その内容が明確に指示しない限り、複数の指
示対象を含む。したがって、例えば、「化合物（a compound）」を含有する材料への言及
は、２つ又はそれ以上の化合物の混合物を含む。
【００１８】
　用語「又は」は、その内容が明確に指示しない限り、通常は「及び／又は」を含む意味
で用いられる。
【００１９】
　用語「（コ）ポリマー」は、少なくとも約１０，０００ｇ／モル（いくつかの実施形態
においては、１０，０００ｇ／モル～５，０００，０００ｇ／モルの範囲）の分子量を有
する相対的に高分子量の材料を意味する。用語「（コ）ポリマー」（複数を含む）は、ホ
モポリマー及びコポリマー並びに、例えば、共押出により又は例えば、エステル交換反応
を含む反応により、混和性配合物に形成され得るホモポリマー又はコポリマーを含む。用
語「（コ）ポリマー」は、ランダム、ブロック及びスター（例えば、樹状性）の（コ）ポ
リマーを含む。
【００２０】
　用語「メルトブロー」及び「メルトブローンプロセス」とは、少なくとも１つ又は複数
のオリフィスに、１つ又は２つ以上の熱可塑性（コ）ポリマーを含む融解繊維形成材料を
通して押し出し、フィラメントを形成しながら、このフィラメントを空気又は他の細径化
流体と接触させて、フィラメントを細くし、分離した繊維にした後、この細径化された繊
維を捕集することによって、不織布繊維ウェブを形成するための方法を意味する。代表的
なメルトブローンプロセスは、例えば米国特許第６，６０７，６２４号（Ｂｅｒｒｉｇａ
ｎら）で教示されている。
【００２１】
　用語「メルトブローン繊維」は、メルトブロー又はメルトブローンプロセスにより調製
された繊維を意味する。この用語は、一般に、メルトブローダイの１つ又は２つ以上のオ
リフィスから押し出される１つ又は２つ以上の熱可塑性（コ）ポリマーの１つ又は２つ以
上の融解流から形成される不連続繊維と、その後に冷却されて固化した繊維及びそれを含
むウェブを指すのに使用される。これらの指定は、単に説明の便宜上用いられる。本明細
書に説明するプロセスにおいて、部分的に固化した繊維と、わずかにべとつく及び／又は
半融解した表面を依然として含む繊維との間に明確な境界がない場合がある。
【００２２】
　用語「ダイ」は、メルトブローンを含むがこれに限定されないポリマー融解プロセス及
び繊維押出プロセスに使用する、少なくとも１つのオリフィスを含んだ加工用アセンブリ
を意味する。
【００２３】
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　用語「不連続」という用語は、繊維又は繊維群に関して使用されるとき、有限のアスペ
クト比（例えば長さ対直径の比が、例えば約１０，０００未満）を有する繊維を意味する
。
【００２４】
　用語「配向」は、繊維に関して使用されるとき、繊維内の（コ）ポリマー分子の少なく
とも一部分が、繊維の長手方向軸に揃っていることを意味し、例えばこれは、引き抜き加
工の使用によって、又は、ダイから繊維流が押し出される際の細径化装置の使用によって
形成される。
【００２５】
　用語「不織布繊維ウェブ」又は「不織布ウェブ」は、個々の繊維又はフィラメントが相
互に重なり合っている構造を呈したシート又はマットを形成しているが、編布として識別
可能な状態ではない、繊維の絡まり又は点接着により特徴付けられる繊維集合体を意味す
る。
【００２６】
　用語「単成分」は、繊維又は繊維群に関して使用されるとき、その断面にわたって本質
的に同じ構成成分を有する繊維を意味する。単成分には、配合物（すなわち（コ）ポリマ
ー混合物）又は添加剤含有材料が含まれ、実質的に均一な組成物の連続相が、繊維の断面
及び長さにわたって延在する。
【００２７】
　用語「直接捕集された繊維」とは、一組のオリフィスから融解繊維を押し出し、繊維が
オリフィスと捕集表面との間で偏向板等に接触することなく、少なくとも部分的に固化し
た繊維を繊維として捕集表面上に捕集することによって、本質的に１つの作業で繊維が形
成されウェブとして捕集されることを意味する。
【００２８】
　用語「ひだ付き」とは、少なくとも部分的に折りたたまれて、一般に並列に、対向して
折り目の列をなす形状を形成するウェブを意味する。そのため、全体としてのウェブのひ
だ付けは、個々の繊維の捲縮と区別される。
【００２９】
　用語「自立的」は、不織布繊維構造（例えば、不織布繊維ウェブなど）に関して使用さ
れるとき、その構造が、ワイヤ、メッシュ、その他の剛性材料の隣接強化層を含まないこ
とを意味するが、ただし、そのようなマトリックスを含むひだ付きフィルタエレメントは
、そのフィルタエレメントの選択された部分を強化するために、先端の安定化（例えば平
坦なワイヤ面層）又は周縁の強化（例えば縁の接着剤又はフィルタフレーム）を含む場合
がある。あるいは、又はこれに加えて、用語「自立的」は、剛性層、２成分繊維、接着剤
、又はその他のフィルタ材の強化を必要としない、耐変形性のフィルタエレメントを意味
する。
【００３０】
　用語「ウェブ坪量」は、１０ｃｍ×１０ｃｍウェブサンプルの重量から算出され、通常
、平方メートル当たりのグラム（ｇｓｍ）で表される。
【００３１】
　用語「ウェブ厚さ」は、１５０Ｐａの適用圧力における５ｃｍ×１２．５ｃｍの寸法の
試験器フット部を有する厚さ試験ゲージを用いて、１０ｃｍ×１０ｃｍのウェブサンプル
で測定される。
【００３２】
　用語「嵩密度」とは、文献からの引用で、ウェブを形成するバルクポリマー又はポリマ
ー配合物の単位容積当たりの質量である。
【００３３】
　用語「ソリディティ」とは、密度に反比例する不織布ウェブの特性であり、ウェブの透
過性及び気孔率の特性を示し（低ソリディティは高透過率及び高気孔率に相当）、次の式
で定義される。
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【００３４】
【数１】

【００３５】
　所与の不織布メルトブローン繊維構造（例えばウェブ）又は構成要素の集合における繊
維の、用語「メジアン繊維径」は、例えば走査型電子顕微鏡を使用して、繊維構造の１枚
又は２枚以上の画像を撮像し、その１枚又は２枚以上の画像で明確に見える繊維の繊維直
径を測定して、繊維径の合計数ｘを求め、ｘ個の繊維直径のメジアン繊維径を計算するこ
とにより決定される。通常、ｘは約５０より大きく、望ましくは約５０～約２の範囲であ
る。しかしながら、場合によっては、ｘは３０又は２０の小さい値に選択することができ
る。これらの小さなｘ値は、直径が大きい繊維、又は絡まり合いが激しい繊維に対し特に
有効となる場合がある。
【００３６】
　（コ）ポリマー又は（コ）ポリマー性繊維又は繊維ウェブについて、用語「公称融点」
は、本明細書に記述されるように、変調示差走査熱量測定法（ＭＤＳＣ）を用いて得られ
た第１加熱全熱流量プロットのピーク最大値が、（コ）ポリマー又は繊維の融解領域内に
ある場合の温度に対応し（その融解領域内の最大値が１つだけの場合）、また、最高強度
の融解ピークが生じる温度として、複数の最大値がある場合は、（例えば、２つの異なる
結晶質相が存在することなどにより）複数の公称融点があることを示す。
【００３７】
　用語「微粒子」及び「粒子」は、実質上互換的に使用される。概して、微粒子又は粒子
とは、微粉砕形状の材料の別個の小片又は個々の部分を意味する。しかし、微粒子はまた
、微粉砕形状の個別微粒子が結び付いた又は集積した集合体を含んでもよい。したがって
、本開示の特定の代表的実施形態で使用される個別微粒子は、凝集、物理的噛み合い、静
電結合、又は他の結び付き方により微粒子を形成してもよい。特定の例において、個別微
粒子の凝集体の形態をとる微粒子は、米国特許第５，３３２，４２６号（Ｔａｎｇら）に
記載されるように意図的に形成することもできる。
【００３８】
　用語「多孔質」は、メルトブローン不織布繊維構造又はウェブに関して、空気透過性で
あることを意味する。用語「多孔質」は、微粒子に関して、気体又は液体透過性であるこ
とを意味する。
【００３９】
　「微粒子装填」又は「微粒子装填プロセス」とは、形成されている間に微粒子が繊維流
又はウェブに添加されるプロセスを意味する。代表的な微粒子装填法は、例えば、米国特
許第４，８１８，４６４号（Ｌａｕ）及び同第４，１００，３２４号（Ａｎｄｅｒｓｏｎ
ら）において教示される。
【００４０】
　「微粒子装填媒体」又は「微粒子を装填した不織布繊維ウェブ」とは、繊維内に捕捉さ
れるか、又は繊維に結合された微粒子、化学的に活性な微粒子を含有する、分離している
繊維の開放構造の交絡塊を有する、不織布ウェブを意味する。
【００４１】
　「捕捉される」とは、微粒子がウェブの繊維中に分散されて物理的に保持されているこ
とを意味する。一般に、繊維及び微粒子に沿って点接触及び線接触しているため、微粒子
のほぼすべての表面積が流体との相互作用に利用できる。
【００４２】
　次に本開示の様々な代表的実施形態について、具体的に図面を参照しながら説明する。
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本開示の代表的実施形態は、本開示の趣旨及び範囲から逸脱することなく、様々な修正や
変更が可能である。したがって、本開示の実施形態は以下に記述する代表的な実施形態に
限定されず、特許請求の範囲及びその任意の同等物に定められた制限によって支配される
ものと理解されたい。
【００４３】
　本開示は、１つのポリエステル（コ）ポリマー又はポリエステル（コ）ポリマーの組み
合わせを含む、これらから本質的になる、又はこれらからなる繊維を使用して、寸法安定
性メルトブローン不織布繊維構造体（例えば、マット、ウェブ、シート、スクリム、布地
など）を作製するプロセス及び装置について記述する。本開示の装置及びプロセス以前は
、ポリエステル（コ）ポリマーを含む熱可塑性（コ）ポリマー繊維、特に約１０マイクロ
メートル未満の直径又は厚さを有する繊維をメルトブローすることは困難であった。かか
る繊維をメルトブローするためには、対応する熱可塑性ポリエステル（コ）ポリマーをそ
の公称融点よりもかなり高い温度まで加熱する必要がある。かかる熱可塑性ポリエステル
（コ）ポリマーの高温加熱は、例えば、（コ）ポリマーの過剰分解、脆弱な繊維ウェブ、
メルトブロー中の粒子状の（コ）ポリマー材料（一般に「サンド」と呼ばれる）の形成を
含み得る、１つ又は任意の組み合わせの問題をもたらすことがある。従来のプロセスを使
用してメルトブローンポリエステル（コ）ポリマー繊維が製造される場合でも、かかる繊
維で作製された繊維ウェブ及び他の繊維構造体は、繊維の製造に使用されたポリエステル
（コ）ポリマーのガラス転移温度以上の温度において、典型的には、過度の収縮性、ない
しは別の態様で、貧弱な寸法安定性を呈する。
【００４４】
　本発明者らは、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性ポリエステル（コ）ポリマー、又は
複数の熱可塑性半結晶性ポリエステルポリマーを含む熱可塑性（コ）ポリマーを使用して
、繊維をメルトブローし、メルトブローン不織布繊維ウェブを形成する方法を見出した。
この繊維は、繊維の直径が約１０マイクロメートル未満であっても、繊維の製造に使用さ
れたポリエステル（コ）ポリマーのガラス転移温度以上の温度において使用するのに好適
であり得る。かかる繊維は、比較的低コスト（例えば、製造コスト及び／又は原材料コス
ト）であること、耐久性、熱への暴露による収縮の低減、高温での寸法安定性の向上、及
び難燃特性の１つ又は任意の組み合わせなど、１つ以上の所望の特性を呈し得る。本開示
はまた、より環境に優しい、非ハロゲン化難燃性ポリエステル系不織布又は織布繊維材料
の提供に使用することもできる。
【００４５】
　これらは、高温での寸法安定性を有する（コ）ポリマー材料を含有するポリエステルで
作製されるため、かかる繊維で作製された不織布及び織布繊維構造体（例えば、マット、
ウェブ、シート、スクリム、布地など）並びにかかる繊維構造体で作製された物品（例え
ば、保温物品、防音物品、絶縁物品、液体フィルタ、ガスフィルタ、衣類、及び個人用保
護装置）は、比較的高温環境で使用でき、収縮したとしても、ごくわずかな収縮を呈する
だけである。本開示の実施形態により提供される、熱に曝露されても著しく収縮すること
のない寸法安定性ポリエステルブローン微細繊維ウェブの開発は、これらのウェブの有用
性及び工業的適用範囲を広げることになる。そのようなメルトブローン微細繊維ウェブは
、断熱材物品及び高温用防音物品として特に有用であり得る。
【００４６】
　装置
　よって、代表的な実施形態において、本開示は装置について記述し、この装置は、メル
トブローダイと、このメルトブローダイから放出されるメルトブローン繊維に、このメル
トブローン繊維の融解温度よりも低い温度で、制御された空中熱処理を行うための手段と
、この空中熱処理されたメルトブローン繊維を捕集するコレクターと、を含む。
【００４７】
　ここで図１ａを参照し、本開示の実施形態を実施するための図示的な装置１５の全体概
略側面図が、直接ウェブ製造法及び装置として示されており、繊維を形成する（コ）ポリ
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マー材料は、本質的に１方向の作業でウェブに変換される。装置１５は従来型のブローン
微小繊維（ＢＭＦ）製造構成からなっており、これは例えば、Ｗｅｎｔｅ，「Ｓｕｐｅｒ
ｆｉｎｅ　Ｔｈｅｒｍｏｐｌａｓｔｉｃ　Ｆｉｂｅｒｓ」，Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｅｎ
ｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，Ｖｏｌ．４８，ｐ．１３４２　ｅｔ　ｓｅｃ
（１９５６）、又はＮａｖａｌ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓのレポー
トＮｏ．４３６４（１９５４年５月２５日発行）「Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｓｕ
ｐｅｒｆｉｎｅ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｆｉｂｅｒｓ」（ｖａｎ　Ｗｅｎｔｅ，Ａ．，Ｂｏｏ
ｎｅ，Ｃ．Ｄ．，ａｎｄ　Ｆｌｕｈａｒｔｙ，Ｅ．Ｌ．著）に教示されている。この構成
は押出成形機１０からなり、これは、ペレット又は粉末状の（コ）ポリマー樹脂のための
ホッパー１１と、押出成形機バレルを加熱して（コ）ポリマー樹脂を融解させ、融解（コ
）ポリマーを形成するための一連の加熱ジャケット１２とを有する。融解（コ）ポリマー
は押出成形機バレルから出てポンプ１４へと入り、これによって、装置の下流構成要素を
通る融解（コ）ポリマー流に対する制御を向上させることが可能になる。
【００４８】
　所望により、ポンプ１４から出た融解（コ）ポリマーは、所望により、運搬チューブ１
６を含む混合手段１５へと流入し、これは例えば、ＫＥＮＩＸ型スタティックミキサー１
８などの混合手段を含む。融解（コ）ポリマーが運搬チューブ１６を通過する際、一連の
加温ジャケット２０が融解（コ）ポリマーの温度を制御する。混合手段１５はまた所望に
より、運搬チューブの流入端近くに注入ポート２２を含み、これは所望により高圧計量ポ
ンプ２４に接続されていて、これにより、融解（コ）ポリマー流がスタティックミキサー
１８に入る際に、所望による添加剤を注入することができる。
【００４９】
　融解（コ）ポリマー流は、所望による運搬チューブ１６から出た後、メルトブロー（Ｂ
ＭＦ）ダイ２６を通って送達される。これは、少なくとも１つのオリフィスを含み、ここ
を融解（コ）ポリマーが通過すると同時に、（コ）ポリマー流に高速度の高温空気流を衝
突させる。この作用によって融解（コ）ポリマー流が引き伸ばされ、細径化されて、微小
繊維になる。
【００５０】
　ここで図１ｂを参照し、本開示の実施形態を実施するための別の図示的な装置の全体概
略側面図が、直接ウェブ製造法及び装置１５’として示されており、繊維を形成する融解
（コ）ポリマー材料は、本質的に１方向の作業でウェブに変換される。装置１５’は、例
えば前述のｖａｎ　Ｗｅｎｔｅによる文献に教示されているように、従来型のブローン微
小繊維（ＢＭＦ）製造構成からなっている。この構成は押出成形機１０を含み、これは、
ペレット又は粉末状の（コ）ポリマー樹脂のためのホッパー１１を有し、これが（コ）ポ
リマー樹脂を加熱して、（コ）ポリマー樹脂の融解流を形成する。（コ）ポリマー樹脂の
融解流が、メルトブロー（ＢＭＦ）ダイ２６に入り、このダイには少なくとも１つのオリ
フィス１１があり、ここを融解（コ）ポリマー流３３が通過すると同時に、この（コ）ポ
リマー流３３に、ガス供給マニフォルド２５からのガスをガス流入口１５に通すことによ
り形成された高速度の高温空気流を衝突させ、ダイ２６からガスジェット２３及び２３’
として出て、この作用によって融解（コ）ポリマー流が引き伸ばされ、細径化されて、微
小繊維になる。ガスジェットの速度の制御は、例えば、ガス流の圧力及び／若しくは流量
を調節することによって、並びに／又はガス流入口の寸法２７（すなわち隙間）を制御す
ることによって、行うことができる。
【００５１】
　図１ａ又は１ｂに示されている装置又はプロセスのいずれにおいても、融解（コ）ポリ
マー繊維流は、メルトブローダイ１５又は１５’の少なくとも１つのオリフィス１１から
出るとすぐに、この繊維を構成する少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの
融解温度より低い温度での、制御された空中熱処理を受ける。この制御された空中熱処理
処理には、手段３２及び／又は３２’が使用される。いくつかの代表的実施形態において
、メルトブローダイから放出されたメルトブローン繊維の制御された空中熱処理のための
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手段３２及び／又は３２’は、放射ヒーター、自然対流ヒーター、強制ガス流対流ヒータ
ー、又はこれらの組み合わせから選択される。
【００５２】
　いくつかの代表的実施形態において、メルトブローダイから放出されたメルトブローン
繊維の制御された空中熱処理のための手段は、図１ｂに示すように、メルトブローダイ２
６から出た直後のメルトブローン繊維流に直接的又は間接的（例えば周囲空気の同調流を
使用して）に衝突するように配置される、１つ又は２つ以上の強制ガス流対流ヒーター３
２及び／又は３２’である。特定の代表的実施形態において、メルトブローダイ２６を出
た直後のメルトブローン繊維流の、制御された空中熱処理の手段は、図１ａに示すように
、１つ又は２つ以上の放射ヒーター３２及び／又は３２’である（例えば、少なくとも１
つの赤外線ヒーターで、例えば、実施例に記述されているような石英ランプ赤外線ヒータ
ー）。
【００５３】
　「メルトブローダイを出た直後」という表現は、メルトブローン繊維の制御された空中
熱処理が、少なくとも１つのオリフィス１１からの延長部（融解（コ）ポリマー流３３が
通過する経路）から熱処理距離２１以内で生じることを意味する。熱処理距離２１は、０
ｍｍ、０．１ｍｍ、０．２ｍｍ、０．３ｍｍ、０．５ｍｍ、０．６ｍｍ、０．７ｍｍ、０
．８ｍｍ、０．９ｍｍ、又は更には１ｍｍの短さであってよい。好ましくは、熱処理距離
は、５０ｍｍ、４０ｍｍ、３０ｍｍ、２０ｍｍ、１０ｍｍ、又は更には５ｍｍ以下である
。好ましくは、熱処理の合計距離は、０．１～５０ｍｍ、０．２～４９ｍｍ、０．３～４
８ｍｍ、０．４～４７ｍｍ、０．４～４６ｍｍ、０．５～４５ｍｍ、０．６～４４ｍｍ、
０．７～４３ｍｍ、０．８～４２ｍｍ、０．９～４１ｍｍ、又は更には１ｍｍ以上～４０
ｍｍ以下である。
【００５４】
　空中熱処理の最中に、又は後に、微小繊維が固化し始め、これによって、コレクター２
８に到達する際に凝集ウェブ３０を形成する。この方法は、後で接着プロセスを行う必要
なしに、メルトブローン不織布繊維ウェブを直接形成可能な微細直径繊維を製造する工程
において、特に好ましい。
【００５５】
　プロセス
　更なる代表的実施形態において、本開示は、
　ａ）少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分子を含む融解流を、メルト
ブローダイの複数のオリフィスに通すことにより、複数のメルトブローン繊維を形成する
工程と、
　ｂ）工程（ａ）のメルトブローン繊維が複数のオリフィスから出た直後に、メルトブロ
ーン繊維の少なくとも一部分に、制御された空中熱処理作業を行う工程であって、制御さ
れた空中熱処理作業は、制御された空中熱処理作業を受けた繊維部分内の分子の少なくと
も一部分の応力緩和を達成するのに十分な時間、メルトブローン繊維の一部分の融解温度
より低い温度で行われる工程と、
　ｃ）工程（ｂ）の制御された空中熱処理作業を受けたメルトブローン繊維の一部分の少
なくとも一部をコレクターに捕集して、不織布繊維構造を形成する工程であって、不織布
繊維構造は、工程（ｂ）の制御された空中熱処理作業を受けずに同じように調製された構
造で測定した収縮率（本明細書で記述される方法を用いて測定）よりも、低い収縮率を呈
する、工程と、
　を含むプロセスを提供する。
【００５６】
　他の代表的な実施形態において、本開示は、
　少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーを含む熱可塑性材料の融解流を、メ
ルトブローダイに供給する工程であって、熱可塑性材料は核生成を達成するのに有効な量
の核生成剤を含まない、工程と、
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　熱可塑性材料にメルトブローを行って少なくとも１本の繊維にする工程と、
　この少なくとも１本の繊維が、メルトブローダイから出た直後、不織布繊維構造として
コレクターに捕集される前に、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの融解
温度よりも低い温度で、制御された空中熱処理作業を受ける工程であって、この処理時間
は、不織布繊維構造が、制御された空中熱処理作業を受けずに同じように調製された構造
で測定した収縮率（本明細書で記述される方法を用いて測定）よりも、低い収縮率を呈す
るのに、十分な時間である、工程と、
　を含むプロセスを提供する。
【００５７】
　メルトブロープロセス
　メルトブロープロセスにおいて、熱可塑性（コ）ポリマー材料が融解されて融解（コ）
ポリマー材料を形成し、これを、メルトブローダイの１つ又は２つ以上のオリフィスに通
して押し出す。いくつかの代表的実施形態において、メルトブロープロセスは、融解（コ
）ポリマー材料を少なくとも１本又は複数の繊維プリフォームに形成（例えば、押し出す
）し、これを更に、メルトブローダイの少なくとも１つのオリフィスに通して、少なくと
も１本の繊維プリフォームを少なくとも１本の繊維に凝固させる（例えば、冷却により）
工程を含んでよい。このプリフォームが形成され、メルトブローダイの少なくとも１つの
オリフィスに通されるとき、熱可塑性（コ）ポリマー材料はまだ概ね融解状態である。
【００５８】
　上述の任意のプロセスにおいて、メルトブローは、熱可塑性（コ）ポリマー材料をメル
トブローできるように十分に高いが、熱可塑性（コ）ポリマー材料に容認できない変質を
生じさせるほど高くはない温度の範囲内で実行するべきである。例えば、メルトブローは
、熱可塑性（コ）ポリマー材料を少なくとも約２００℃、２２５℃、２５０℃、２６０℃
、２７０℃、２８０℃、又は更には少なくとも２９０℃で、約３６０℃、３５０℃、３４
０℃、３３０℃、３２０℃、３１０℃、又は更には３００℃以下の範囲の温度に達するよ
うにさせる温度で実行できる。
【００５９】
　制御された空中熱処理プロセス
　制御された空中熱処理作業は、放射加熱、自然対流加熱、強制ガス流対流加熱、又はこ
れらの組み合わせを用いて実施することができる。好適な放射加熱は、例えば、赤外線又
はハロゲンランプ加熱システムを用いて提供され得る。好適な赤外線（例えば石英ランプ
）放射加熱システムは、Ｒｅｓｅａｒｃｈ，Ｉｎｃ．（Ｅｄｅｎ　Ｐｒａｉｒｉｅ，ＭＮ
）、Ｉｎｆｒａｒｅｄ　Ｈｅａｔｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，ＬＬＣ（Ｏａｋ　
Ｒｉｄｇｅ，ＴＮ）、及びＲｏｂｅｒｔｓ－Ｇｏｒｄｏｎ，ＬＬＣ（Ｂｕｆｆａｌｏ，Ｎ
Ｙ）から入手可能である。好適な強制ガス流対流加熱システムは、Ｒｏｂｅｒｔｓ－Ｇｏ
ｒｄｏｎ，ＬＬＣ（Ｂｕｆｆａｌｏ，ＮＹ）、Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｓｙｓ
ｔｅｍｓ，Ｉｎｃ．，（Ｃｈａｔｔａｎｏｏｇａ，ＴＮ）及びＣｈｒｏｍａｌｏｘ　Ｐｒ
ｅｃｉｓｉｏｎ　Ｈｅａｔ　ａｎｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ（Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，ＰＡ）か
ら入手可能である。
【００６０】
　通常、空中熱処理は少なくとも約５０℃、７０℃、８０℃、９０℃、１００℃で、最高
で約３４０℃、３３０℃、３２０℃、３１０℃、３００℃、２７５℃、２５０℃、２２５
℃、２００℃、１７５℃、１５０℃、１２５℃、又は更には１１０℃までの温度で実施さ
れる。
【００６１】
　通常、制御された空中熱処理作業の持続時間は、少なくとも約０．００１秒、０．００
５秒、０．０１秒、０．０５秒、０．１秒、０．５秒、又は更には０．７５秒で、長くと
も約１．５秒、１．４秒、１．３秒、１．２秒、１．１秒、１．０秒、０．９秒、又は更
には０．８秒以下である。
【００６２】
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　上述のように、空中熱処理を実施する好ましい温度は、少なくとも部分的に、繊維を製
造する（コ）ポリマー（複数を含む）の熱特性に依存する。いくつかの代表的実施形態に
おいて（コ）ポリマー（複数を含む）は、脂肪族ポリエステル（コ）ポリマー、芳香族ポ
リエステル（コ）ポリマー、又はこれらの組み合わせから選択される、少なくとも１つの
半結晶性（コ）ポリマーを含む。特定の代表的実施形態において、この半結晶性（コ）ポ
リマーは、ポリ（エチレン）テレフタレート、ポリ（ブチレン）テレフタレート、ポリ（
エチレン）ナフタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシル）ブチラート、ポリ（トリ
メチレン）テレフタレート、又はこれらの組み合わせを含む。特定の代表的実施形態にお
いて、この少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーは、ポリエステル（コ）ポ
リマーと、少なくとも１つの他の（コ）ポリマーとの配合物を含み、ポリマー配合物を形
成する。
【００６３】
　上述の任意の実施形態において、制御された空中熱処理作業は、通常、少なくとも１つ
の熱可塑性半結晶性（コ）ポリマー（複数を含む）に、少なくとも１つの熱可塑性半結晶
性（コ）ポリマー（複数を含む）のガラス転移温度より高い温度を適用する。いくつかの
代表的実施形態において、制御された空中熱処理作業によって、少なくとも１つの熱可塑
性半結晶性（コ）ポリマー（複数を含む）が、（コ）ポリマー分子の少なくともある程度
の応力緩和が生じるのに十分な時間、それぞれのガラス転移温度より低い温度に冷却され
るのが防止される。
【００６４】
　いかなる特定の理論にも束縛されるものではないが、現在、空中熱処理プロセスを使用
して、メルトブローダイから放出された半結晶性（コ）ポリマー繊維を、ダイオリフィス
（複数を含む）を出た直後に処理した場合、メルトブローン繊維内の（コ）ポリマー分子
は、融解状態又は半融解状態を維持しながら、ダイオリフィスから出た直後に応力が緩和
されると考えられている。メルトブローン繊維はこのようにして、空中熱処理なしの同様
のメルトブローン繊維に比べて、新たな特性及び有用性を備えた繊維が得られるよう形態
的に調整される。
【００６５】
　本明細書で使用される広義の用語「応力緩和」は、単に、配向された半結晶性（コ）ポ
リマー繊維の形態の変化を意味する。しかしながら、本開示の空中熱処理される繊維内の
１つ又は２つ以上の（コ）ポリマー（複数を含む）の分子構造を、発明者らは下記のよう
に理解している（本明細書の発明者らの「理解」の記述に束縛されるものではなく、これ
は、いくばくかの理論的考察を含むものである）。
【００６６】
　繊維内の（コ）ポリマー鎖の配向と、本開示で記述される空中熱処理によって達成され
た繊維内の半結晶性熱可塑性（コ）ポリマー分子の応力緩和の度合は、例えば、使用する
（コ）ポリマー材料の性質、オリフィスを出るポリマー流を小繊維化するよう作用するエ
アナイフによって導入される空気流の温度、メルトブローン繊維の空中熱処理の温度及び
持続時間、繊維流の速度、及び／又はコレクター表面の最初の接触点での繊維の固化の度
合などの、操作パラメータの選択により影響を受ける可能性がある。
【００６７】
　発明者らは現在、本開示による空中熱処理により達成される応力緩和は、不織布繊維を
形成する（コ）ポリマー材料の結晶化を誘引するよう作用する核又は「シード」の数を、
減らすか及び／又はサイズを大きくするよう働く可能性があると考えている。古典的な核
生成理論、例えばＦ．Ｌ．Ｂｉｎｓｂｅｒｇｅｎの理論（「Ｎａｔｕｒａｌ　ａｎｄ　Ａ
ｒｔｉｆｉｃｉａｌ　Ｈｅｔｅｒｏｇｅｎｅｏｕｓ　Ｎｕｃｌｅａｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｐｏ
ｌｙｍｅｒ　Ｃｒｙｓｔａｌｌｉｚａｔｉｏｎ」，Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅ
ｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ：Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｙｍｐｏｓｉａ，Ｖｏｌｕｍｅ　５９，Ｉｓｓ
ｕｅ　１，ｐ．１１～２９（１９７７））は、様々な繊維形成プロセスパラメータ（例え
ば、温度履歴／熱処理、急冷、機械的操作、又は超音波、音波若しくはイオン化放射処理
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）が、一般に、ＰＥＴなどの半結晶性材料において、ガラス転移温度と冷結晶化の開始と
の間の領域での結晶質核生成が増大された繊維を形成することを、教示している。そのよ
うな従来調製されている繊維材料は、その繊維を構成する（コ）ポリマー材料のガラス転
移温度を１０℃だけ上回って加熱した場合でも、「多量の核生成を起こすことが示されて
いる」。
【００６８】
　一方、本開示の空中熱処理プロセスを用いて調製されたウェブ材料では典型的に、ガラ
ス転移温度を上回る温度まで加熱されたときに、冷結晶化の開始の遅れ又は減少が示され
る。空中熱処理された繊維をガラス転移温度を上回って加熱した場合に、このように冷結
晶化の開始が遅れ又は減少することによって、そのような空中熱処理された繊維を含む不
織布繊維ウェブの熱による収縮も減少することがしばしば観察されている。
【００６９】
　よって、この空中熱処理プロセスのいくつかの代表的な実施形態において、繊維は、メ
ルトブローンダイオリフィスから出た直後に、空中に留まった状態で、制御された短い時
間、かなり高い温度に維持される。一般に、繊維は、その繊維を構成する（コ）ポリマー
材料の応力緩和が少なくともある程度達成されるのに十分な時間、その繊維を形成する（
コ）ポリマー材料のガラス転移温度よりも高い温度で空中にあり、更にいくつかの実施形
態においては、その繊維を形成する（コ）ポリマー材料の公称融点以上の温度で空中にあ
る。
【００７０】
　更に、特定の代表的実施形態において、空中熱処理プロセスは、ＰＥＴ及びＰＬＡなど
の結晶化が遅い材料について、結晶化のふるまいと平均結晶子サイズに影響を与えると考
えられ、よって、ガラス転移温度より高い温度に加熱されたときに、これらの材料を含む
不織布繊維ウェブの収縮のふるまいを変える。空中加熱処理された繊維を形成する（コ）
ポリマー材料内のポリマー核生成部位密度を、そのようにその場で改良し減少させること
は、（コ）ポリマー鎖内の物理的（熱）又は化学的変化（例えば架橋）により、（コ）ポ
リマー内のより小さなサイズの結晶性「シード」を除去することによって、ポリマー核生
成の数を減少させ、これによって、熱収縮が低減された、より熱安定性のウェブが得られ
ると考えられる。
【００７１】
　この改善された低収縮のふるまいは、少なくとも部分的に、後続の熱曝露又は熱処理中
の結晶化の遅れによるものであり、おそらくは、分子秩序の邪魔になる（コ）ポリマー内
の結晶核又は「シード」構造のレベルを低減することにより生成される、より強い（コ）
ポリマー鎖間整列によるものであると考えられる。結晶核又は「シード」のその場の数の
減少又はサイズの増加は、製造時に比較的低レベルの結晶性を有し、しかも、高温でより
寸法安定性な不織布繊維ウェブをもたらし、具体的には、繊維を形成している（コ）ポリ
マー材料について、ガラス転移温度（Ｔｇ）以上の温度に加熱されたときに、また更に具
体的には、冷結晶化温度（Ｔｃｃ）以上の温度に加熱されたときに、より寸法安定性な不
織布繊維ウェブをもたらすと考えられる。
【００７２】
　任意のプロセス工程
　上述のプロセスによって製造される、メルトブローダイの１つ又は２つ以上のオリフィ
スから放出された融解（コ）ポリマーの無秩序な流れは、容易に、メルトブローン繊維の
空中熱処理の最中に、又は後に、別個の非メルトブローン繊維又は微粒子を組み入れるこ
とができる。
【００７３】
　よって、いくつかの代表的実施形態において、このプロセスは更に、空中熱処理作業の
前に、最中に、又は後に、メルトブローン繊維に複数の微粒子を添加する工程を含む。更
なる代表的実施形態において、このプロセスは、付加的に又は別の方法として、空中熱処
理作業の前に、最中に、又は後に、メルトブローン繊維に複数の非メルトブローン繊維を
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添加する工程を含む。
【００７４】
　特に、所望による微粒子及び／又は非メルトブローン繊維は、空中熱処理中に、又は例
えば米国特許第４，１００，３２４号に開示されているように、メルトブローン不織布繊
維ウェブとして捕集中に、有利に添加することができる。これらの添加された非メルトブ
ローン繊維又は微粒子は、追加の結合剤又は結合プロセスの必要なしに、繊維性マトリッ
クス内に絡まることができる。これらの添加された非メルトブローン繊維又は微粒子は、
これらを組み込むことで、メルトブローン不織布繊維ウェブに付加的な特性を加えること
ができ、例えば、ロフト、研磨性、柔らかさ、帯電防止性、液体吸着性、液体吸収性など
の特性を加えることができる。
【００７５】
　ベルトブローダイの１つ又は２つ以上のオリフィスから出る際の繊維に関連して、繊維
形成プロセスの補助として従来使用されている様々なプロセスを使用することができる。
そのようなプロセスには、仕上げ剤、接着剤、又はその他の材料を繊維上にスプレーする
工程、静電荷を繊維に印加する工程、水霧を繊維に適用する工程などの工程が挙げられる
。更に、結合剤、接着剤、仕上げ剤、及び他のウェブ又はフィルムを含む種々の材料を、
捕集したウェブに添加してもよい。例えば、捕集前に、押し出された繊維（複数を含む）
を、例えば、更なる延伸、噴霧等、図１に示されない多くの追加の処理工程にさらしても
よい。
【００７６】
　いくつかの特定の実施形態において、メルトブローン繊維は、有利なように静電帯電さ
せることができる。よって、特定の代表的実施形態において、メルトブローン繊維に、エ
レクトレット帯電プロセスを行うことができる。代表的なエレクトレット帯電プロセスは
、ハイドロ帯電である。繊維のハイドロ帯電は、繊維の上への極性流体の吹き付け、浸漬
、又は濃縮、続いて繊維が帯電するように乾燥することを含む様々な技術を用いて行なわ
れ得る。ハイドロ帯電について記述している代表的な特許には、米国特許第５，４９６，
５０７号、同第５，９０８，５９８号、同第６，３７５，８８６　Ｂ１号、同第６，４０
６，６５７　Ｂ１号、同第６，４５４，９８６号、及び同第６，７４３，４６４　Ｂ１号
が挙げられる。好ましくは、水は極性ハイドロ帯電液として用いられ、濾材は、好ましく
は、液体噴流又は任意の好適な噴霧手段により提供される液滴流を用いて、極性ハイドロ
帯電液に暴露される。
【００７７】
　繊維を水圧で交絡するのに有用な装置は、一般的にハイドロ帯電を行うのに有用である
が、ハイドロ帯電においてその操作は、一般に水流交絡で用いられるものよりも低い圧力
で行われる。米国特許第５，４９６，５０７号は、その装置では、後で乾燥される媒体に
濾過性能増強エレクトレット電荷を与えるのに充分な圧力で、水の噴流又は水滴流がウェ
ブ形態の繊維上に吹き付けられる、代表的な装置を記述している。
【００７８】
　最適な結果を得るのに必要な圧力は、用いる噴霧器の種類、繊維を形成するポリマーの
種類、ウェブの厚さ及び密度、並びに、コロナ帯電などの前処理がハイドロ帯電の前に行
われるかどうかにより変わってもよい。一般的には、約６９ｋＰａ～約３４５０ｋＰａの
範囲の圧力が好適である。好ましくは、水滴を提供するために使用される水は、比較的純
粋である。蒸留水又は脱イオン水が、水道水より好ましい。
【００７９】
　エレクトレット繊維は、ハイドロ帯電に追加して又は代替して、静電帯電（例えば、米
国特許第４，２１５，６８２号、同第５，４０１，４４６号、及び同第６，１１９，６９
１号で記述されているような）、摩擦帯電（例えば、米国特許第４，７９８，８５０号で
記述されているような）、又はプラズマフッ素化（例えば、米国特許第６，３９７，４５
８　Ｂ１号で記述されているような）を含むその他の帯電技術で処理されてもよい。コロ
ナ放電に続くハイドロ帯電及びプラズマフッ素化に続くハイドロ帯電は、組み合わせて使
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用される特に好適な帯電技術である。
【００８０】
　捕集後、捕集された塊３０は、付加的に又は別の方法として、所望の場合に、後のプロ
セスのために保管用ロールに巻き取ることができる。一般に、捕集されたメルトブローン
不織布繊維ウェブ３０がいったん捕集された後は、カレンダー、エンボス加工ステーショ
ン、ラミネーター、カッターなどの他の装置に運ぶことができ、あるいは、駆動ロールを
通して保管用ロールに巻き取ることができる。
【００８１】
　使用することが可能な他の流体としては、繊維に噴霧される水、例えば、繊維を加熱す
る温水又は熱蒸気、及び繊維を急冷する比較的冷たい水が挙げられる。
【００８２】
　不織布繊維構造
　本開示の装置及びプロセスは、代表的な実施形態において、凝集しかつ取り扱い可能な
ウェブを形成するよう結合された（コ）ポリマー熱可塑性繊維を含む、新しい寸法安定性
メルトブローン不織布繊維構造を提供する。
【００８３】
　この不織布繊維構造は、マット、ウェブ、シート、スクリム、布地、及びこれらの組み
合わせを含む様々な形態であり得る。メルトブローン繊維の空中熱処理を行い、不織布繊
維構造として捕集した後、この不織布繊維構造は、約１５％、１４％、１３％、１２％、
１１％、１０％、９％、８％、７％、６％、５％、４％、３％、２％又は更には１％未満
の収縮率（後述の収縮率試験方法を使用して決定）を呈する。
【００８４】
　メルトブローン繊維
　本開示のメルトブローン不織布繊維構造又はウェブは、一般に、不連続繊維と見なされ
得るメルトブローン繊維を含む。しかしながら、例えば融解状態からの固化の度合など、
選択されている操作パラメータに応じて、捕集された繊維は半連続的又は本質的に不連続
であり得る。
【００８５】
　特定の代表的実施形態において、本開示のメルトブローン繊維は、配向（すなわち、分
子的に配向）されていてよい。
【００８６】
　不織布繊維構造又はウェブのメルトブローン繊維は、約１０マイクロメートル（μｍ）
、９μｍ、８μｍ、７μｍ、５μｍ、４μｍ、３μｍ、２μｍ、又は更には１μｍ未満の
メジアン繊維径（後述の試験方法を使用して決定される）を呈し得る。
【００８７】
　メルトブローン繊維の構成成分
　本開示のメルトブローン不織布繊維構造又はウェブは一般に、少なくとも１つの半結晶
性（コ）ポリマーを含む。
【００８８】
　半結晶性（コ）ポリマー
　代表的な実施形態において、少なくとも１つの半結晶性（コ）ポリマーが、脂肪族ポリ
エステル（コ）ポリマー、芳香族ポリエステル（コ）ポリマー、又はこれらの組み合わせ
を含み得る。この半結晶性（コ）ポリマーは、特定の代表的実施形態において、ポリ（エ
チレン）テレフタレート、ポリ（ブチレン）テレフタレート、ポリ（エチレン）ナフタレ
ート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシル）ブチラート、ポリ（トリメチレン）テレフタ
レート、又はこれらの組み合わせを含む。
【００８９】
　他の代表的な実施形態において、前述の任意の一実施形態の不織布繊維構造は、ポリエ
ステル（コ）ポリマーと、少なくとも１つの他の（コ）ポリマーとの配合物を含んでポリ
マー配合物を形成する、少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーを含む繊維を
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含む。
【００９０】
　一般に、任意の半結晶性繊維形成（コ）ポリマー材料が、本開示の繊維及びウェブを調
製するのに使用できる。熱可塑性ポリマー材料は、ポリエステルポリマーと、少なくとも
１つの他のポリマーと、の配合物を含んで、２つ以上のポリマー相のポリマー配合物を形
成してよい。ポリエステルポリマーは、脂肪族ポリエステル、芳香族ポリエステル、又は
脂肪族ポリエステルと芳香族ポリエステルとの組み合わせであることが望ましい場合があ
る。
【００９１】
　熱可塑性ポリエステル（コ）ポリマーは、熱可塑性ポリエステル（コ）ポリマー材料の
ポリマー部分若しくは相のみ、これらの大部分、又は少なくともこれらのかなりの部分を
形成できる。ポリエステル（コ）ポリマーは、熱可塑性（コ）ポリマー材料がメルトブロ
ー可能であり、結果として生じた繊維が許容可能な機械的特性及び熱特性を呈する場合、
熱可塑性（コ）ポリマー材料のかなりの部分を形成する。例えば、ポリエステル（コ）ポ
リマー含有量の少なくとも約７０容量％は、熱可塑性（コ）ポリマー材料のかなりのポリ
マー部分又は相を形成してよい。
【００９２】
　許容可能な機械的特性又は特徴としては、引張強度、初期弾性、厚さなどが挙げられ得
る。例えば、繊維から作製された不織布ウェブが、約１５０℃の温度で約４時間加熱され
たときに、約３０、２５、２０又は１５％未満、一般的には、約１０又は５％以下の線収
縮を呈する場合、繊維は、許容可能な熱特性を呈すると見なされてよい。
【００９３】
　好適なポリエステル（コ）ポリマーには、ポリ（エチレン）テレフタレート（ＰＥＴ）
、ポリ（乳酸）（ＰＬＡ）、ポリ（エチレン）ナフタレート（ＰＥＮ）、及びこれらの組
み合わせが挙げられる。本明細書中に記載される特定のポリマーは単なる例であって、広
範な種類の他のポリマー又は繊維形成材料が有用である。
【００９４】
　繊維はまた、顔料や染料などの特定の添加剤が添加された材料を含む、材料の配合物か
ら形成されてもよい。コア・シース（芯鞘）型又はサイド・バイ・サイド型の二成分繊維
などの二成分繊維が使用されてよい（本明細書中では、「二成分」は２つ以上の成分を有
する繊維を含み、それぞれは、繊維の横断面の別個の部分を占め、繊維の長さにわたって
延在する）。
【００９５】
　しかしながら、本開示は単成分繊維を用いた場合に最も有利であり、数多くの利点を有
し（例えば、製造及び組成の複雑さが少ない；「単成分」繊維は本質的に断面にわたって
同じ成分を有する；単成分には配合物又は添加剤含有材料が含まれ、この中で、均一な組
成の連続相が繊維の断面及び長さにわたって延在する）、本開示により便利に接着でき、
付加的な接着性と成形性を得ることができる。
【００９６】
　本開示のいくつかの代表的実施形態において、繊維の混合物を含むウェブを調製するよ
うに、異なる繊維形成材料が、押出ヘッドの異なるオリフィスから押し出され得る。更な
る代表的実施形態において、配合されたウェブを調製するように、繊維が捕集される前に
、又は捕集されるときに、本開示にしたがって調製される繊維の流れ内に他の材料が導入
される。例えば、米国特許第４，１１８，５３１号の教示にしたがって、他の短繊維を配
合することができ、あるいは同第３，９７１，３７３号の教示にしたがって、ウェブ内に
微粒子材料を導入及び捕捉することができ、あるいは同第４，８１３，９４８号に教示さ
れるマイクロウェブをこのウェブに配合することができる。あるいは、本開示により調製
された繊維は、繊維の配合物を調製するために他の繊維の流れの中へ導入されてもよい。
【００９７】
　ほとんどの場合、実質的に円形断面を有する繊維が調製されるが、その他の断面形状も
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使用され得る。一般に、本開示の方法を用いて調製された実質的に円形断面を有する繊維
の直径は、幅広い範囲であり得る。微小繊維サイズ（直径が約１０マイクロメートル以下
）を得ることができ、いくつかの利点がもたらされ得る。しかし、より大きな直径の繊維
も調製することができ、特定の用途に有用である。しばしば、この繊維の直径は２０マイ
クロメートル以下である。繊維直径が、約９、８、７、６又は更には５マイクロメートル
以下であることが商業上望ましいことがある。繊維直径が、４、３、２、又は１マイクロ
メートル以下であることが商業上、更に望ましいことがある。
【００９８】
　よって、本開示の代表的なメルトブロープロセスにおいて、熱可塑性（コ）ポリマー材
料が提供され、これは、少なくとも１つ又は複数の半結晶性ポリエステル（コ）ポリマー
（例えば、ＰＥＴ、ＰＥＮ、ＰＢＴ、ＰＬＡ、並びにおそらくはＰＨＢ及びＰＴＴ）を含
む。この熱可塑性（コ）ポリマー材料は、それぞれが約１０マイクロメートル未満の直径
、つまり厚さを有する、複数の繊維にメルトブローされる。
【００９９】
　変調示差走査熱量測定法（ＭＤＳＣ）繊維特性
　本開示による空中熱処理を用いて処理された繊維内に生じる変化を調べるのに有用なツ
ールの１つが、変調示差走査熱量測定法（ＭＤＳＣ）であり、これについて下記に説明さ
れる。一般に、試験サンプル（例えば、試験ウェブの小さな断片）に対して、ＭＤＳＣ装
置内で第１加熱及び冷却サイクルを行う。「第１加熱」は、受け取ったままの試験サンプ
ルを、そのサンプルの公称融点（安定なベースラインに戻る熱流量信号により判定）より
も高い温度まで加熱する。「第１冷却」は、「第１加熱」された試験サンプルを次に、公
称融点より高い温度から、サンプルのガラス転移温度よりも低い温度、典型的には室温よ
りも低い温度（例えば約１０℃）まで冷却する。第１加熱は、その形成後ただちに、すな
わち追加の熱処理を経ることなく、本開示の不織布繊維ウェブの特徴を測定する。第１冷
却は、第１加熱後の、本開示の不織布繊維ウェブの結晶化（又はむしろ再結晶化）特性を
測定する。
【０１００】
　代表的なＭＤＳＣデータを図２、及び３Ａ～３Ｃに示す。ＭＤＳＣ試験は特に、図２～
３に示すように、３種類の異なるプロット又は信号トレースを生成する（ここに示されて
いるすべてのＭＤＳＣプロットにおいて、横座標は温度がセルシウス度単位で記されてい
る。縦座標は熱エネルギーがワット／グラム単位で記されている。発熱現象は、プロット
曲線の上向き偏向（例えばピーク）により示される）。
【０１０１】
　図２～３の左端の縦軸目盛は、全熱流量プロットのためのものであり、右内側の縦軸目
盛は（表示されている場合）、非可逆熱流量プロットのためのものであり、右端の縦軸目
盛は（表示されている場合）、可逆熱流量プロットのためのものであり、別個のプロット
それぞれが、本開示のメルトブローン繊維及び不織布メルトブローン繊維構造（例えばウ
ェブ）を特徴付けるのに有用な、様々な特徴的ＭＤＳＣ特性を明らかにしている。
【０１０２】
　ある程度識別可能な特徴的ＭＤＳＣ特性のいくつかが、偏向の形態又はピークのシフト
として現れ、これは、試験される繊維の（コ）ポリマー組成と繊維の条件（繊維が受けた
プロセス又は曝露の結果）に応じて、異なる温度でＭＤＳＣプロット上に現れ得、これら
は例えば、図２及び３Ａ～３Ｃに図示されている。
【０１０３】
　よって、図２のプロットＢにより例示される特定の代表的な実施形態において、空中熱
処理を受けた代表的な半結晶性（コ）ポリマー繊維について得られた、公称融点より高い
温度に繊維を第１加熱した後の、第１冷却のＭＤＳＣデータ全熱流量プロット（実施例１
）には、全熱流量プロットの公称融点近くの発熱ピークに、認識可能な「ショルダー」Ｃ
が現れており、これは、空中熱処理された繊維の冷却による結晶化開始の遅れを反映する
。公称融点より高い温度から繊維を冷却した際の結晶化開始の遅れを反映すると考えられ
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るこの「ショルダー」は、空中熱処理を受けずに同様に調製されたメルトブローン不織布
繊維ウェブで得られた第１冷却のＭＤＳＣデータ全熱流量プロット（比較実施例Ａ、プロ
ットＡ）には存在しない。
【０１０４】
　加えて、図３Ａ～３Ｂにより例示される特定の代表的な実施形態において、本開示によ
る空中熱処理を受けた半結晶性ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）繊維の第１加熱の
、ＭＤＳＣを用いて得られた、全熱流量プロット、可逆熱流量プロット、非可逆熱流量プ
ロット（実施例９）を、空中熱処理を受けていない同様に調製されたメルトブローン繊維
（比較実施例Ｅ）と比較したときに、１００℃～１４０℃の領域で（すなわち、Ｔｇ（約
７５℃）より高く公称融点（約２５６℃）より低い温度で）、冷結晶化（加熱後の結晶化
）ピークがより高い冷結晶化温度（Ｔｃｃ）へとシフトしていることが示されている。
【０１０５】
　更に、図３Ｃにより示される追加の代表的な実施形態において、実施例９（空中熱処理
あり）の不織布繊維構造を、公称融点より高い温度に加熱した後の第１冷却においてＭＤ
ＳＣを用いて得られた全熱流量曲線は、比較実施例Ｅ（空中熱処理なし）の不織布繊維構
造を、公称融点より高い温度に加熱した後の第１冷却においてＭＤＳＣを用いて得られた
全熱流量曲線に比較したときに、公称融点の低温側へのシフトと、ガラス転移温度と公称
融点との間の結晶化ピーク上のショルダーとが示され、冷却による結晶化開始の遅れを反
映している。
【０１０６】
　所望による不織布繊維構造（ウェブ）の構成要素
　更なる代表的実施形態において、本開示の不織布メルトブローン繊維構造は更に、１つ
又は２つ以上の所望による構成要素を含み得る。この所望による構成要素は、不織布メル
トブローン繊維構造の最終用途に好適なように、単独で、又は任意の組み合わせで使用さ
れ得る。３つの非限定的な、現時点で好ましい所望による構成要素には、下記に詳しく述
べるように、所望によるエレクトレット繊維構成要素、所望による非メルトブローン繊維
構成要素、及び所望による微粒子構成要素が挙げられる。
【０１０７】
　所望によるエレクトレット繊維構成要素
　本開示の不織布メルトブローン繊維ウェブは、所望によりエレクトレット繊維を含み得
る。好適なエレクトレット繊維は、米国特許第４，２１５，６８２号、同第５，６４１，
５５５号、同第５，６４３，５０７号、同第５，６５８，６４０号、同第５，６５８，６
４１号、同第６，４２０，０２４号、同第６，６４５，６１８号、同第６，８４９，３２
９号、及び同第７，６９１，１６８号に記述されており、これらの全開示が参照により本
明細書に組み込まれる。
【０１０８】
　好適なエレクトレット繊維は、繊維を電場中でメルトブローすることにより、例えば極
性分子を含有するポリマー又はワックスなどの好適な誘電材料を融解し、融解した材料を
メルトブローダイに通して、離散した繊維を形成し、次いで離散した繊維を強力な電場に
暴露する間に融解したポリマーを再固化させることにより製造され得る。エレクトレット
繊維は、過剰の電荷をポリマー又はワックスなどの高絶縁性材料の中に埋め込むこと、例
えば電子線、コロナ放電、電子からの注入、間隙又は誘電性バリアを横断した電気的な絶
縁破壊などによっても製造され得る。特に好適なエレクトレット繊維はハイドロ帯電させ
た繊維である。
【０１０９】
　所望による非メルトブローン繊維構成要素
　追加の代表的な実施形態において、不織布繊維構造は所望により、複数の非メルトブロ
ーン繊維を更に含む。よって、代表的な実施形態において、不織布繊維ウェブは追加的に
、別個の非メルトブローン繊維を含み得る。所望により、この別個の非メルトブローン繊
維は短繊維である。一般に、別個の非メルトブローン繊維は、例えば、コストの低下、又
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はメルトブローン不織布繊維ウェブの特性の改善のための、充填繊維として作用する。
【０１１０】
　好適な非メルトブローン充填繊維の非限定例としては、単一成分の合成繊維、半合成繊
維、ポリマー繊維、金属繊維、炭素繊維、セラミック繊維、及び天然繊維が挙げられる。
合成及び／又は半合成ポリマー繊維としては、ポリエステル（例えば、ポリエチレンテレ
フタレート）、ナイロン（例えば、ヘキサメチレンアジパミド、ポリカプロラクタム）、
ポリプロピレン、アクリル（アクリロニトリルのポリマーから形成された）、レーヨン、
酢酸セルロース、ポリ塩化ビニリデン－塩化ビニルコポリマー、塩化ビニル－アクリロニ
トリルコポリマーなどで作製されたものが挙げられる。
【０１１１】
　好適な金属繊維の非限定例としては、任意の金属又は金属合金、例えば、鉄、チタン、
タングステン、白金、銅、ニッケル、コバルトなどから作製された繊維が挙げられる。
【０１１２】
　好適な炭素繊維の非限定例としては、グラファイト繊維、活性炭繊維、ポリ（アクリロ
ニトリル）由来の炭素繊維などが挙げられる。
【０１１３】
　好適なセラミック繊維の非限定例としては、任意の金属酸化物、金属炭化物、又は金属
窒化物が挙げられ、酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、炭化ケイ素、炭
化タングステン、窒化ケイ素などが挙げられるが、これらに限定されない。
【０１１４】
　好適な天然繊維の非限定例としては、竹、綿、ウール、黄麻、アガーベ、サイザル、コ
コナッツ、大豆、麻布などが挙げられる。
【０１１５】
　使用される繊維構成要素は、未使用又は再生廃棄繊維、例えば、衣類切断、カーペット
製造、繊維製造、テキスタイル加工などから再生された再生繊維であってもよい。
【０１１６】
　不織布繊維ウェブを形成するために使用される別個の非メルトブローン充填繊維が含ま
れる場合、そのサイズ及び量は一般に、不織布繊維ウェブ１００の所望の性質（すなわち
、高さ、開放性、柔軟性、ドレープ性）及び化学的に活性な微粒子の所望の装填に依存す
る。一般に、繊維直径が大きいほど、繊維長が大きくなり、繊維中のクリンプの存在が、
より開放性及び高さのある物品をもたらす。一般に、小さく短い繊維は、より小型の不織
布物品をもたらす。
【０１１７】
　所望による微粒子成分
　特定の代表的実施形態において、不織布繊維構造は更に、複数の微粒子を含む。本開示
による代表的な不織布繊維ウェブは、有利なように、複数の化学的に活性な微粒子を含み
得る。化学的に活性な微粒子は、任意の別個の微粒子であってもよく、室温で固体であり
、外部流体位相との化学的相互作用を受けることができる。代表的な化学的相互作用とし
ては、吸着、吸収、化学反応、化学反応の触媒、溶解などが挙げられる。
【０１１８】
　加えて、前述の代表的実施形態のいずれかでは、化学的に活性な微粒子は、吸着微粒子
（例えば、吸着剤微粒子、吸収剤微粒子等）、乾燥剤微粒子（例えば、その局所近接にお
ける乾燥状態を誘導又は維持する、例えば、塩化カルシウム、硫酸カルシウム等の吸湿性
物質を含む微粒子）、殺生物剤微粒子、マイクロカプセル、及びそれらの組み合わせから
有利に選択されてもよい。前述の実施形態のいずれかでは、化学的に活性な微粒子は、活
性炭微粒子、活性アルミナ微粒子、シリカゲル微粒子、アニオン交換樹脂微粒子、カチオ
ン交換樹脂微粒子、モレキュラーシーブ微粒子、珪藻土微粒子、抗菌化合物微粒子、金属
微粒子、及びそれらの組み合わせから選択されてもよい。
【０１１９】
　流体濾過物品として特に有用な不織布繊維ウェブの代表的な一実施形態では、化学的に
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活性な微粒子は、吸着微粒子である。種々の吸着微粒子を採用することができる。吸着微
粒子としては、鉱物微粒子、合成微粒子、天然吸着微粒子、又はそれらの組み合わせが挙
げられる。望ましくは、吸着微粒子は、目的とする使用条件の下で存在が予想される気体
、エアゾール、若しくは液体を吸収又は吸着する能力を持つ。
【０１２０】
　吸着微粒子は、ビーズ、フレーク、顆粒、又は粒塊を含む、あらゆる使用可能な形式を
とることができる。好ましい吸着微粒子には、活性炭、シリカゲル、活性アルミナ及びそ
の他の金属酸化物、吸着又は化学反応により液体からある成分を除去できる金属微粒子（
例えば銀微粒子）、ホプカライト（一酸化炭素の酸化を触媒できる）などの微粒子触媒剤
、酢酸などの酸性溶液又は水酸化ナトリウム水溶液などのアルカリ性溶液で処理した粘土
又はその他の鉱物、イオン交換樹脂、モレキュラーシーブ及びその他のゼオライト、殺生
物剤、殺真菌剤、並びに殺ウイルス剤が挙げられる。活性炭及び活性アルミナは、現状に
おいて特に好適な吸着微粒子である。また、例えば、気体の混合物を吸収するために、吸
着微粒子の混合物を採用することができるが、実際問題として、気体の混合物を取り扱う
には、個々の層に別々の吸着微粒子を採用して、多層シート状物品を組み立てる方がより
よい場合がある。
【０１２１】
　気体濾過物品として特に有用な不織布繊維ウェブの代表的な一実施形態では、化学的に
活性な吸着微粒子は、気体吸着剤又は吸収剤微粒子であるように選択される。例えば、気
体吸着剤微粒子は、活性炭素、炭、ゼオライト、モレキュラーシーブ、酸性気体吸着剤、
ヒ素還元材料、ヨウ化樹脂などを挙げることができる。例えば、吸収剤微粒子はまた、珪
藻土などの天然多孔質微粒子材料、粘土、又はメラミン、ゴム、ウレタン、ポリエステル
、ポリエチレン、シリコーン、及びセルロースなどの合成微粒子を挙げることもできる。
吸収剤微粒子としてはまた、ポリアクリル酸ナトリウム、カルボキシメチルセルロース、
又は顆粒状ポリビニルアルコールのような超吸収体微粒子を挙げることもできる。
【０１２２】
　液体濾過物品として特に有用な不織布繊維ウェブの特定の代表的実施形態では、吸着微
粒子は、液体、活性炭、珪藻土、イオン交換樹脂（例えば、アニオン交換樹脂、カチオン
交換樹脂、若しくはそれらの組み合わせ）、モレキュラーシーブ、金属イオン交換吸着剤
、活性アルミナ、抗菌性化合物、又はそれらの組み合わせを含む。特定の代表的実施形態
は、ウェブの吸着微粒子密度が約０．２０～約０．５ｇ／ｃｃの範囲であることを提供し
ている。
【０１２３】
　様々なサイズ及び量の化学的に活性な吸着微粒子を使用して、不織布繊維ウェブを形成
してもよい。代表的な一実施形態では、吸着微粒子は、直径１ｍｍを超えるメジアン寸法
を有する。別の代表的実施形態では、吸着微粒子は、直径１ｃｍ未満のメジアン寸法を有
する。更なる実施形態では、微粒子粒径の組み合わせを使用することができる。代表的な
追加の一実施形態では、吸着微粒子は、大微粒子と小微粒子の混合を含む。
【０１２４】
　望ましい吸着微粒子の粒径は大幅に変えることができ、これは通常目的とする使用条件
にある程度基づいて選ばれる。一般的な指針として、流体濾過用途に特に有用な吸着微粒
子の粒径は、約０．００１～約３０００μｍのメジアン径内でばらつきがあってもよい。
一般的には、吸着微粒子は、約０．０１～約１５００μｍのメジアン径、より一般的には
約０．０２～約７５０μｍのメジアン径、最も一般的には約０．０５～約３００μｍのメ
ジアン径である。
【０１２５】
　特定の代表的実施形態では、吸着微粒子は、１μｍ未満の集団メジアン径を有するナノ
微粒子を含む場合がある。多孔質のナノ微粒子は、流体媒質からの汚染物質を吸着（例え
ば吸収及び／又は吸着）するための高い表面積を提供するという利点を有する場合がある
。超微細又はナノ微粒子を使用するそのような代表的な実施形態では、例えば、ホットメ
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ルト接着剤などの接着剤、及び／又はメルトブローン不織布繊維ウェブへの熱の適用（す
なわち熱接着）を用いて、微粒子が繊維に接着結合されることが好ましい可能性がある。
【０１２６】
　異なる粒径範囲を有する吸着微粒子の混合物（例えば、二峰性混合物）を採用すること
もできるが、実際問題としては、上流層により大きい吸着微粒子を、下流層により小さい
吸着微粒子を採用して多層シート状物品を組み立てる方がより良い。少なくとも８０重量
％の吸着微粒子、より一般的には少なくとも８４重量％、更に最も一般的には少なくとも
９０重量％の吸着微粒子は、ウェブの中に捕捉されている。ウェブの坪量に関して示すと
、吸着微粒子装填濃度は、例えば、比較的微細な（例えば、サブミクロン寸法）吸着微粒
子では少なくとも約５００ｇｓｍであり、比較的大きい（例えば、マイクロ寸法）吸着微
粒子では少なくとも約２，０００ｇｓｍである。
【０１２７】
　いくつかの代表的実施形態では、化学的に活性な微粒子は、金属微粒子である。金属微
粒子を使用して、研磨不織布繊維ウェブを形成してもよい。金属微粒子は、短繊維又はリ
ボン様セクションの形状でもよく、あるいはグレイン様微粒子の形状でもよい。金属微粒
子は、これらに限定されないが、銀（抗菌／抗微生物性を有する）、銅（殺藻剤の特性を
有する）、又は１つ若しくは複数の化学的に活性な金属の混合物のような任意の種類の金
属を含むことができる。
【０１２８】
　他の代表的実施形態において、化学的に活性な微粒子は、固体殺生物剤又は抗菌剤であ
る。固体殺生物剤及び抗微生物剤の例は、ジクロロイソシアヌル酸ナトリウム２水和物、
塩化ベンジルコニウム、ハロゲン化ジアルキルヒダントイン、及びトリクロサンなどのよ
うなハロゲン含有化合物が挙げられる。
【０１２９】
　更なる代表的実施形態において、化学的に活性な微粒子は、マイクロカプセルである。
マイクロカプセルは、米国特許第３，５１６，９４１号（Ｍａｔｓｏｎ）に記載されてお
り、化学的に活性な微粒子として使用することができるマイクロカプセルの例を含む。マ
イクロカプセルは、固体又は液体の殺生物剤又は抗菌剤と共に装填されてもよい。マイク
ロカプセルの主要な品質のうちの１つは、それらの内に含有された材料を放出するために
、機械的応力によって微粒子が崩壊され得ることである。したがって、不織布繊維ウェブ
の使用中、マイクロカプセルは、不織布繊維ウェブ上に適用された圧力によって崩壊し、
マイクロカプセル内に含有された材料を放出する。
【０１３０】
　そのような特定の代表的実施形態では、微粒子を一緒に結合して繊維成分のメッシュ又
は支持不織布繊維ウェブを形成するように接着性又は「粘着性」にすることが可能な表面
を有する少なくとも１つの微粒子を使用することが有利である場合がある。これに関して
、有用な微粒子は、不連続繊維の形態であり得る、例えば熱可塑性ポリマーであるポリマ
ーを含むことができる。好適なポリマーとしては、ポリオレフィン、特に、熱可塑性ポリ
オレフィンエラストマー（ＴＰＥ）（例えばＥｘｘｏｎ－Ｍｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｈｏｕｓｔｏｎ，Ｔｅｘａｓ）より入手可能なＶＩＳＴＡＭＡＸＸ（
商標））が挙げられる。更なる代表的な実施形態では、ＴＰＥ類は通常粘着性の傾向があ
り、不織布繊維ウェブを形成するための繊維を加える前に、微粒子を一緒に結合させて三
次元網状組織を形成する助けとなり得るため、特に表面層又は表面コーティングとしてＴ
ＰＥを含む微粒子が好ましい場合がある。特定の代表的実施形態では、ＶＩＳＴＡＭＡＸ
Ｘ（商標）ＴＰＥを含む微粒子は、過酷な化学薬品環境、特に低ｐＨ（例えば、約３以下
のｐＨ）及び高いｐＨ（例えば、約９以上のｐＨ）に対する抵抗力の改善を提供する場合
がある。
【０１３１】
　微粒子材料の任意の好適なサイズ又は形状が選択されてもよい。好適な微粒子は、様々
な物理的形態（例えば、中実微粒子、多孔質微粒子、中空のバブル、凝集体、不連続繊維
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、短繊維、フレークなど）、形状（例えば、球、楕円、多角形、針状など）、形状均一性
（例えば、単分散、実質的に均一、非均一又は不規則など）、組成（例えば、無機微粒子
、有機微粒子、又はこれらの組み合わせ）、並びに寸法（例えば、サブミクロン寸法、マ
イクロメートルの寸法など）を有し得る。
【０１３２】
　特に微粒子粒径に関連して、いくつかの代表的な実施形態では、微粒子の集団のサイズ
を制御することが望ましい場合がある。特定の代表的実施形態では、微粒子が、繊維不織
布繊維ウェブ内に物理的に混入又は捕捉される。そのような実施形態では、微粒子は、一
般的には、少なくとも５０μｍ、より一般的には、少なくとも７５μｍ、更により一般的
には、少なくとも１００μｍの集団のメジアン径を有するよう選択される。
【０１３３】
　他の代表的な実施形態では、例えば、熱融解型接着剤のような接着剤、及び／又は熱可
塑性樹脂微粒子若しくは熱可塑性樹脂繊維の一方又は両方への加熱（すなわち、熱接着）
を用いて繊維に接着結合される、より微細な微粒子を使用することが好ましい場合がある
。そのような実施形態では、微粒子は、好ましくは、少なくとも２５μｍ、より一般的に
は、少なくとも３０μｍ、最も一般的には、少なくとも４０μｍのメジアン径を有するこ
とが通常は好ましい。いくつかの代表的実施形態では、化学的に活性な微粒子は、直径１
ｃｍ未満のメジアン寸法を有する。他の実施形態では、化学的に活性な微粒子は、１ｍｍ
未満、より一般的には２５マイクロメートル未満、更により一般的には１０マイクロメー
トル未満のメジアン寸法を有する。
【０１３４】
　しかしながら、接着剤及び熱接着の両方を使用して微粒子を繊維に接着する他の代表的
な実施形態では、それら微粒子が、１ミクロン（μｍ）未満、より一般的には約０．９μ
ｍ未満、更により一般的には約０．５μｍ未満、最も一般的には約０．２５μｍの集団メ
ジアン径を有するサブミクロン寸法の微粒子の集団を含んでもよい。そのようなサブミク
ロン寸法の微粒子は、高表面積、及び／又は高吸収性及び／又は高吸着能力が望まれる用
途において特に有用であり得る。更なる代表的な実施形態では、サブミクロン寸法の微粒
子の集団は、少なくとも０．００１μｍ、より一般的には、少なくとも約０．０１μｍ、
最も一般的には、少なくとも約０．１μｍ、最も一般的には、少なくとも約０．２μｍの
集団メジアン径を有する。
【０１３５】
　更なる代表的な実施形態では、微粒子は、最大約２，０００μｍ、より一般的には、最
大約１，０００μｍ、最も一般的には、最大約５００μｍの集団メジアン径を有するマイ
クロ寸法の微粒子の集団を含む。他の代表的な実施形態では、微粒子は、最大約１０μｍ
、より一般的には、最大約５μｍ、更により一般的には、最大約２μｍの集団メジアン径
を有するマイクロメートル寸法の微粒子の集団（例えば、超微細マイクロファイバー）を
含む。
【０１３６】
　単一の完成品ウェブ内に複数の種類の微粒子を使用することもできる。複数のタイプの
微粒子を使用すると、たとえそれらの微粒子のタイプの１つが同じタイプの別の微粒子と
結合しなくとも、連続である微粒子ウェブを生成することが可能となり得る。この種のシ
ステムの一例は、２種類の微粒子が使用されるものであり、一方の微粒子が、それら微粒
子を互いに結合させ（例えば、不連続ポリマー繊維微粒子）、他方が、ウェブの所定の目
的のための活性微粒子として作用する（例えば、活性炭のような吸着微粒子）ものであろ
う。そのような代表的な実施形態は、流体濾過用途に特に有用であり得る。
【０１３７】
　例えば、化学的に活性な微粒子の密度、化学的に活性な微粒子の粒径、及び／又は最終
的な不織布繊維ウェブ物品の所望の属性に応じて、繊維ウェブの総重量に対して種々の異
なる装填の化学的に活性な微粒子を使用してもよい。一実施形態では、化学的に活性な微
粒子は、総不織布物品重量の９０重量％未満を構成する。一実施形態では、化学的に活性
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な微粒子は、総不織布物品重量の少なくとも１０重量％未満を構成する。
【０１３８】
　前述の実施形態のいずれかでは、化学的に活性な微粒子は、不織布繊維ウェブの厚さ全
体にわたって有利に分散し得る。しかしながら、前述の実施形態のいくつかでは、化学的
に活性な微粒子は、優先的に不織布繊維ウェブの主表面上に実質的に分散する。
【０１３９】
　更に、当然のことながら、上述の化学的に活性な微粒子の１つ又は複数の任意の組み合
わせを使用して、本開示による不織布繊維ウェブを形成してもよい。
【０１４０】
　物品
　不織布メルトブローン繊維構造は、上述のメルトブロー装置及びプロセスを用いて製造
することができる。いくつかの代表的実施形態において、この不織布メルトブローン繊維
構造は、マット、ウェブ、シート、スクリム、又はこれらの組み合わせの形態をとる。
【０１４１】
　いくつかの特定の代表的実施形態において、このメルトブローン不織布繊維構造又はウ
ェブは、有利なように、帯電したメルトブローン繊維、例えばエレクトレット繊維を含み
得る。特定の代表的実施形態において、このメルトブローン不織布繊維構造又はウェブは
多孔質である。いくつかの追加の代表的実施形態において、このメルトブローン不織布繊
維構造又はウェブは、有利なように自立的である。更なる代表的実施形態において、この
メルトブローン不織布繊維構造又はウェブは有利なように、ひだ付きであってよく、例え
ばこれにより、液体用（水など）又は気体用（空気など）のフィルタ、暖房、換気若しく
は空調（ＨＶＡＣ）フィルタ、又は個人保護用の呼吸用マスクなどの濾過媒体を形成し得
る。例えば、米国特許第６，７４０，１３７号は、折り畳み可能なひだ付きフィルタエレ
メントに使用される不織布ウェブを開示している。
【０１４２】
　本開示のウェブは、それ自体で使用することができ、例えば、濾過媒体、装飾用布地、
又は保護用若しくは被覆材料として使用することができる。あるいは、他のウェブ又は構
造と組み合わせて使用することができ、例えば、ウェブ上に配置又は積層された他の繊維
層の支持体として、多層濾過媒体内で、又は膜を成形するための基材として、使用するこ
とができる。これらは調製の後、滑らかなカレンダリングロールを通して滑らかな表面の
ウェブを形成するか、成形装置を通して三次元形状に形成するよう加工することができる
。
【０１４３】
　本開示の繊維構造体は、少なくとも１つ又は複数の他の種類の繊維、例えば、短繊維な
いしは別の方法での不連続繊維、メルトスパン連続繊維、又はこれらの組み合わせなど（
図示なし）を更に含んでよい。本開示の代表的な繊維構造体は、例えば、管又は他の芯に
巻かれてロールを形成でき、以降の加工に備えて保管されるか、更なる加工工程に直接送
られるかのいずれかである不織布ウェブに形成されてよい。ウェブはまた、ウェブの製造
後又はその後のある時点で、個別のシート、つまりマットに直接切り分けられてもよい。
【０１４４】
　メルトブローン不織布繊維構造又はウェブは、例えば、断熱物品、防音物品、液体濾過
物品、拭き取り布、手術用ドレープ、創傷包帯、衣類、呼吸用マスク、及びこれらの組み
合わせなどの任意の好適な物品を製造するのに使用することができる。断熱物品又は防音
物品は、乗物（例えば電車、航空機、自動車及びボート）の遮断要素として使用すること
ができる。本開示のメルトブローン不織布繊維構造体を使用して、他の物品、例えば、寝
具類、シェルタ、テント、絶縁体、断熱物品、液体フィルタ、ガスフィルタ、拭き取り布
、衣類、衣類付属品、個人用保護具、呼吸用マスクなども製造できる。
【０１４５】
　可撓性、ドレープ性のある小型の不織布繊維ウェブは、特定の用途、例えば、炉フィル
タ又は気体濾過呼吸用マスクとして好ましい場合がある。そのような不織布繊維ウェブは
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、通常、７５ｋｇ／ｍ３超、典型的に１００ｋｇ／ｍ３超又は更には１２０　１００ｋｇ
／ｍ３超の密度を有する。しかしながら、特定の流体濾過用途に使用するために適した開
放性と高さのある不織布繊維ウェブは、一般に６０ｋｇ／ｍ３の最大密度を有する。本開
示による特定の不織布繊維ウェブは、２０％未満、より一般的には１５％未満、更により
好ましくは１０％未満のソリディティを有し得る。
【０１４６】
　様々な利点の中で特に、このメルトブローン繊維及びメルトブローン不織布繊維構造（
例えばウェブ）は、加熱された場合又は高温で使用された場合にも、寸法安定性である。
よって、代表的な実施形態において、本開示は、前述の装置及びプロセスの任意のものを
用いて調製される不織布繊維構造を提供する。いくつかの特定の代表的実施形態において
、この不織布繊維作製と空中熱処理プロセスは、高温用途で収縮して劣化する傾向が低減
された繊維とそのような繊維を含む不織布繊維ウェブとを提供し、例えば、自動車、電車
、航空機、ボート又はその他の乗物に防音を提供する。
【０１４７】
　加えて、本開示の代表的な不織布繊維ウェブは、本明細書に開示される試験方法を用い
て測定された圧縮強度が、１キロＰａ（ｋＰａ）超、１．２ｋＰａ超、１．３ｋＰａ超、
１．４ｋＰａ超、又は更には１．５ｋＰａ超を呈し得る。更に、本開示の代表的な不織布
繊維ウェブは、本明細書に開示される試験方法を用いて測定された最大負荷引張強度が、
１０ニュートン（Ｎ）超、５０Ｎ超、１００Ｎ超、２００Ｎ超、又は更には３００Ｎ超を
呈し得る。更に、本開示の代表的な不織布繊維ウェブは、本明細書に開示される広角Ｘ線
散乱を用いて測定された見掛け結晶子サイズが、３０～５０Å（両端の値を含む）を呈し
得る。
【０１４８】
　本開示の様々な実施形態のいくつかを、以下の実施例で更に例証する。いくつかの実施
例は、特定の特性（例えば、低収縮性などの寸法安定性、ＭＤＳＣ特性、向上した圧縮強
度、向上した引張強度など）を示さないため、比較実施例として識別されている。しかし
ながら、比較実施例は、他の目的のために有用であり得、実施例の新しくかつ不明な特性
を確立することができる。
【実施例】
【０１４９】
　以下の実施例は単にあくまで例示を目的としたものであり、添付した特許請求の範囲を
過度に限定することを意味するものではない。本開示の幅広い範囲を説明する数値範囲及
びパラメータは近似値であるが、特定の実施例で説明される数値は、可能な限り、正確に
報告される。しかしながら、任意の数値は、それぞれの試験測定値に見られる標半偏差か
ら必然的に生じる一定の誤差を本質的に含む。少なくとも、また特許請求の範囲への均等
論の適用を制限する試みとしてではなく、各数値パラメータは、少なくとも、報告された
有効数字の数を考慮して、通常の四捨五入を適用することによって解釈されなければなら
ない。
【０１５０】
　特に記載のない限り、実施例及び本明細書の残りの部分におけるすべての部、百分率、
及び比率等は、重量を基準として提供される。使用した溶媒及び他の試薬は、特に断らな
い限り、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｍｉｌｗａ
ｕｋｅｅ，ＷＩ）から入手し得る。
【０１５１】
　試験方法：
　下記の試験方法を使用して、実施例の不織布メルトブローン繊維ウェブを特徴付けた。
【０１５２】
　メジアン繊維径
　実施例の不織布繊維ウェブのメルトブローン繊維のメジアン繊維径は、電子顕微鏡（Ｅ
Ｍ）を使用して測定された。
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【０１５３】
　ソリディティ
　不織布繊維ウェブの嵩密度の測定値をウェブの固体部分を構成する材料の密度で割るこ
とで、ソリディティを求める。まずウェブの重量（例えば、１０ｃｍ×１０ｃｍの断片）
を測定することによって、ウェブの嵩密度を求めることができる。ウェブの重量の測定値
をウェブの面積で割ることでウェブの坪量が得られ、ｇ／ｍ２で記録される。直径１３５
ｍｍの円盤状のウェブを採取（例えば、打抜きで）して、ウェブ上に直径１００ｍｍの２
３０ｇのおもりを中央に置いてウェブの厚さを測定し、ウェブの厚さを測定することがで
きる。ウェブの坪量をウェブの厚さで割ることで、ウェブの嵩密度が得られ、ｇ／ｍ３で
記録される。
【０１５４】
　次に、不織布繊維ウェブの嵩密度を、ウェブの中実繊維を含む材料（例えば（コ）ポリ
マー）の密度で割ることで、ソリディティが決定される。嵩のある（コ）ポリマーの密度
は、供給業者がその材料の密度を特定していない場合は、標半方法によって測定すること
ができる。ソリディティは、百分率で通常報告される無次元分数である。
【０１５５】
　ロフト
　ロフトは、１００％からソリディティを引いた値として報告される（例えば、７％のソ
リディティは、９３％のロフトに等しい）。
【０１５６】
　変調示差走査熱量測定（ＭＤＳＣ）
　特定の実施例及び比較実施例の不織布繊維ウェブの熱特性は、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅ
ｎｔｓ　Ｑ２０００変調示差走査熱量計（ＭＤＳＣ）を使用して測定された。試料を計量
し、ＴＡ　ＩｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓのＴｚｅｒｏアルミニウムパンに装填した。４℃／分
の線形加熱速度を、６０秒毎に±０．６３６℃の摂動振幅で適用した。試料を短時間保持
して試料を乾燥させ、続いて０～２９０℃の温度範囲にわたって加熱（Ｈ１）－急冷（Ｑ
）－加熱（Ｈ２）－徐冷（Ｃ２）－加熱（Ｈ３）プロファイルを行った。第１加熱の可逆
及び非可逆熱流量が測定された。
【０１５７】
　収縮測定
　３枚の１０ｃｍ×１０ｃｍの試料を使用して、縦方向（ＭＤ）及び横方向（ＣＤ）の両
方で各ウェブサンプルのメルトブローンウェブの収縮特性を計算した。各試料の寸法は、
８０℃で６０分間、１５０℃で６０分間、及び１５０℃で７日間にわたってＦｉｓｈｅｒ
　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ　Ｉｓｏｔｅｍｐオーブンに試料を配置する前と配置した後に測
定した。各試料の収縮は、次の式を使用してＭＤ及びＣＤについて計算した。
【０１５８】
【数２】

　式中、Ｌ０は試料の初期長さであり、Ｌは試料の最終長さである。収縮の平均値を計算
し、下記の表に報告した。
【０１５９】
　圧縮強度
　ウェブの圧縮強度は、下記の手順により測定された。直径１２０ｍｍの円形の試験サン
プルをウェブから切り取った。このサンプルは、従来型のＩＮＳＴＲＯＮ引張検査機で、
直径１５０ｍｍの圧縮プレートを用い、クロスヘッド速度２５ｍｍ／分で試験を行った。
アンビル開始高さは、サンプル厚さよりわずかに高い位置に設定した。試験サイクル手順
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は下記の通りであった。サンプルの厚さを０．００２ｐｓｉ（１３．７９Ｐａ）で測定し
た。この初期厚さに基づき、サンプルが５０％圧縮されるまで、圧縮を継続した。
【０１６０】
　５０％圧縮時の圧縮強度を、平方インチ当たりポンドの単位で記録し、これをキロパス
カル（ｋＰａ）に変換した。次に、圧縮プレートを初期アンビル開始高さに戻した。次に
、圧縮を３０秒間停止してから、このサイクルを更に９回繰り返し、各サンプルについて
合計１０サイクル行った。
【０１６１】
　各サンプルウェブの３つの複製物を試験した。３つの複製物を平均し、全１０サイクル
の平均を用いて、圧縮強度（ｋＰａ）を計算した。
【０１６２】
　最大負荷引張強度
　ウェブの最大負荷時の引張強度は、ＡＳＴＭ　Ｄ　５０３４－２００８に従い、クロス
ヘッド速度３００ｍｍ／分、把持距離１５０ｍｍで測定された。各試験サンプルについて
、ニュートン（Ｎ）単位の最大負荷が記録された。各サンプルウェブの５つの複製物が試
験され、その結果を平均して、最大負荷引張強度を得た。
【０１６３】
　見掛け結晶子サイズ（Ｄａｐｐ）
　広角Ｘ線散乱（ＷＡＸＳ）
　サンプルを、ゼロ背景のシリコン試料ホルダーの表面に置き、データ収集を行った。反
射形状広角Ｘ線（ＷＡＸＳ）データは、ＰＡＮａｌｙｔｉｃａｌ（Ｗｅｓｔｂｏｒｏｕｇ
ｈ，ＭＡ）Ｅｍｐｙｒｅａｎ垂直回折計、銅Ｋα放射線、及びシンチレーション検出器の
散乱線レジストリーを用いて、サーベイスキャンの形で収集された。回折計は、可変入射
ビームスリット及び固定回折ビームスリットを用いる。１０～５５度（２θ）で、０．０
４度刻み及び６秒のドウェル時間を用いて、サーベイスキャンを行った。４０ｋＶ及び４
０ｍＡのＸ線発生装置設定を使用した。
【０１６４】
　小角Ｘ線散乱（ＳＡＸＳ）
　データ収集時に、入射Ｘ線ビームをサンプル面に対して垂直に配置した。透過小角Ｘ線
散乱（ＳＡＸＳ）データは、スリット視半されたＫｒａｔｋｙコンパクトカメラ（Ａｎｔ
ｏｎ－Ｐａａｒ（Ｇｒａｚ，Ａｕｓｔｒｉａ））、銅Ｋα放射線、及びリニア位置を感受
する検出器の散乱線レジストリーを用いて、収集された。データは、サンプル・検出器間
距離２４ｃｍで、１０８００秒間累積された。入射スリット高さは３０μｍとし、Ｘ線発
生器設定は４０ｋＶ及び３０ｍＡであった。
【０１６５】
　ＷＡＸＳ及びＳＡＸＳデータの解析及びプロットは、Ｘ線回折解析ソフトウェアＪＡＤ
Ｅ（ｖ９、ＭＤＩ、Ｌｉｖｅｒｍｏｒｅ　ＣＡ）を使用して行われた。観察された回折ピ
ークには、Ｐｅａｒｓｏｎ　ＶＩＩピーク型モデル、立方スプラインバックグラウンドモ
デル及びＸ線回折解析ソフトウェアＪＡＤＥ（ｖ９、ＭＤＩ、Ｌｉｖｅｒｍｏｒｅ　ＣＡ
）のアプリケーションを用いて、プロファイルフィッティングを実施した。ピーク幅はＫ

α１構成要素の半値全幅（ＦＷＨＭ）としてとった。見掛け結晶子サイズ（Ｄａｐｐ）は
、機器の範囲拡大と形状係数０．９の採用で補正を行い、次のＳｃｈｅｒｒｅｒの式（Ｐ
．Ｓｃｈｅｒｒｅｒ，Ｇｏｔｔｉｎｇｅｒ　Ｎａｃｈｒｉｃｈｔｅｎ，２，ｐ．９８（１
９１８）参照）を用いて、観察されたピークの半値全幅（ＦＷＨＭ）値から決定された。
　Ｄａｐｐ＝Ｋλ／βｃｏｓ（θ）（単位：Å）
　式中：Ｋ＝０．９０（形状係数）
　λ＝１．５４０５９８Å（波長Ｃｕ　Ｋα１　ｘ線源）
　β＝機器範囲拡大補正後のピークＦＷＨＭ（ラジアン）
　θ＝ピーク位置２θの半分
【０１６６】
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　Ｄａｐｐを決定するこの方法についての追加情報は、例えば、Ｘ－ｒａｙ　Ｄｉｆｆｒ
ａｃｔｉｏｎ　Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ　ｆｏｒ　Ｐｏｌｙｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ　ａｎ
ｄ　Ａｍｏｒｐｈｏｕｓ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｈａｒｏｌｄ　Ｐ．Ｋｌｕｇ　ａｎｄ　
Ｌｅｒｏｙ　Ｅ．Ａｌｅｘａｎｄｅｒ（Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ，Ｉｎｃ．
，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，（１９５４））），Ｃｈａｐｔｅｒ　９，ｐ．４９１に記載されて
いる。
【０１６７】
　（実施例１）
　本開示の不織布メルトブローンウェブは、Ｗｅｎｔｅ，Ｖａｎ　Ａ．，「Ｓｕｐｅｒｆ
ｉｎｅ　Ｔｈｅｒｍｏｐｌａｓｔｉｃ　Ｆｉｂｅｒｓ」，Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｅｎｇ
ｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，Ｖｏｌ．４８，ｐ．１３４２　ｅｔ　ｓｅｑ．
（１９５６）、及びＮａｖａｌ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓのレポー
トＮｏ．４３６４（１９５４年５月２５日発行）「Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｓｕ
ｐｅｒｆｉｎｅ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｆｉｂｅｒｓ」（ｖａｎ　Ｗｅｎｔｅ，Ａ．，Ｂｏｏ
ｎｅ，Ｃ．Ｄ．，ａｎｄ　Ｆｌｕｈａｒｔｙ，Ｅ．Ｌ．著）に記述されているものと同様
のプロセスによって調製されたが、ただし、繊維を製造するのに、ドリル穴が開けられた
ダイが使用された。ダイを通じて、加熱された空気の高速流の中に、ポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ）熱可塑性（コ）ポリマーを押し出した。この高速流は、繊維の固化及
び捕集前に、繊維を引き伸ばして細径化させる。繊維は無作為に、ナイロンベルト上に捕
集した。
【０１６８】
　融解繊維をダイからコレクター上に吹き付けた。この繊維は、ダイから出た直後、コレ
クターに到達する前に、石英ＩＲランプ配列を有する２つの赤外線（ＩＲ）ヒーターの間
を通過し、このヒーターの一方は繊維流の上方に、もう一方のヒーターは繊維流の下方に
配置された。ヒーター間の隙間は約１５．２５ｃｍ（６インチ）であった。
【０１６９】
　ＩＲヒーターは、Ｒｅｓｅａｒｃｈ，Ｉｎｃ．（Ｅｄｅｎ　Ｐｒａｉｒｉｅ，ＭＮ）に
より製造された。各ヒーターは、ウェブ横断方向幅１６インチ（４０．６ｃｍ）、ウェブ
流方向の長さ１３インチ（３３ｃｍ）であった。ヒーターの最大強度は１４ワット／平方
ｃｍ（９０ワット／平方インチ）であった。すべてのサンプルは、ヒーター強度０％又は
１００％で製造された。
【０１７０】
　ＰＥＴ不織布メルトブローン微小繊維ウェブが、標的坪量２１０グラム／メートルで製
造された。ＰＥＴメルトブローン微小繊維ウェブは、Ｉｎｖｉｓｔａ（Ｗｉｃｈｉｔａ，
Ｋａｎｓａｓ）から入手した固有粘度０．５５のＰＥＴ樹脂（８３９６　ＰＥＴ）から調
製された。メルトブローンウェブの繊維径（ＥＦＤ）は７．０～８．５マイクロメートル
であった。公称融点より高い温度に繊維サンプルを第１加熱した後の第１冷却ＭＤＳＣ試
験データが、図２にプロットされている。収縮率試験にしたがって決定された収縮率は、
表１に報告されている。
【０１７１】
　比較実施例Ａ
　実施例１のウェブと同様に、ただし空中熱処理を使用せずに、メルトブローン不織布繊
維ウェブが調製された。公称融点より高い温度に繊維サンプルを第１加熱した後の第１冷
却ＭＤＳＣ試験データが、図２にプロットされている。収縮率試験にしたがって決定され
た収縮率は、表１に報告されている。
【０１７２】
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【表１】

【０１７３】
　（実施例２～３）
　実施例２～３は、実施例１と同様に、ただし米国特許第４，１１８，５３１号（Ｈａｕ
ｓｅｒら）に記述されている手順を用いてこのウェブに短繊維を追加して、調製された。
この短繊維は、Ａｕｒｉｇａ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　Ｉｎｃ（Ｍｉｌｌｓ　Ｒｉｖｅｒ，Ｎ
Ｃ）から入手した商品名ＩｎｄｏＲａｍａ　Ｔ２９５の、配向されたポリ（エチレンテレ
フタレート）（星形、６デニール、長さ３．２ｃｍ）の捲縮短繊維であった。結果として
得られたウェブの組成は、７０重量％が実施例１の８３９６　ＰＥＴ繊維、３０重量％が
Ｔ２９５短繊維で、合計ウェブ坪量は３００ｇｓｍであった。結果として得られたウェブ
は、実施例１と同様に赤外線ランプで照射され、出力は０％、５０％及び１００％であっ
た。ウェブサンプルは、実施例１と同様に収縮率特性について試験され、結果が下記表２
に報告されている。
【０１７４】
　比較実施例Ｂ
　実施例２～３のウェブと同様に、ただし空中ＩＲ加熱を使用せずに、メルトブローン不
織布繊維ウェブが調製された。収縮率試験にしたがって決定された収縮率は、表２に報告
されている。
【０１７５】
【表２】

【０１７６】
　（実施例４）
　実施例４は、実施例１と同様に、ただし、Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐ．から商品名Ｅ
ＸＯＬＩＴＴＭ　ＯＰ９５０（公称融点２２０℃、分解温度３８０℃、リン含有量約２０
％）として入手した難燃性－ジエチルホスフィン酸亜鉛が、ウェブ重量に対して１０重量
％添加されて調製された。結果として得られたウェブは、実施例１と同様に赤外線ランプ
で照射され、出力は０％、５０％及び１００％であった。ウェブサンプルは、実施例１と
同様に収縮率特性について試験され、下記表３に報告されている。
【０１７７】
　比較実施例Ｃ
　実施例４のウェブと同様に、ただし空中ＩＲ加熱を使用せずに、メルトブローン不織布
繊維ウェブが調製された。収縮率試験にしたがって決定された収縮率は、表３に報告され
ている。
【０１７８】
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【表３】

【０１７９】
　（実施例５～７）
　実施例５～７は、実施例１と同様に、ただし、繊維の押出成形に、ポリ乳酸（ＰＬＡ）
とポリプロピレン（ＰＰ）の配合物が使用されて調整された。ポリ乳酸（ＰＬＡ）樹脂グ
レードは、Ｎａｔｕｒｅｗｏｒｋｓ，ＬＬＣ（Ｍｉｎｎｅｔｏｎｋａ，ＭＮ）からＮａｔ
ｕｒｅｗｏｒｋｓ　６２０２Ｄとして入手された。この樹脂を、従来型の強制空気を用い
、１３５°Ｆで一晩乾燥させてから使用した。２種類のグレードのポリプロピレンが使用
された。１つはＴｏｔａｌ　Ｐｅｔｒｏｃｈｅｍｉｃａｌ（ＰＰ１１０５Ｅ１）から、も
う１つはＥｘｘｏｎＭｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（ＰＰ３８６０Ｘ）からであった。こ
のポリプロピレンを装填量３重量％でＰＬＡに配合した。このメルトブローンウェブの坪
量は約７５ｇｓｍであった。メルトブローンウェブの繊維径（ＥＦＤ）は７～９マイクロ
メートルであった。ＰＬＡ／ＰＰウェブの収縮率試験は、従来型の実験室用炉内で、一辺
１０ｃｍのサンプルを７０℃で７２時間加熱することによって行われた。結果として得ら
れたウェブは、実施例１と同様に赤外線ランプで照射され、出力は０％及び５０％であっ
た。収縮率試験にしたがって決定された収縮率は、下記の表４に報告されている。
【０１８０】
【表４】

【０１８１】
　（実施例８）
　実施例８は、実施例２と同様に、ただしアルミニウムプレートをダイの上下に置いて、
メルトブローンプロセス中に生成される高温の空気を閉じ込める高温エンクロージャーを
形成して調製した。アルミニウムプレートは５８．４ｃｍ（２３インチ、ダイ長さに沿っ
て測定された長さ）、３３ｃｍ（１３インチ、ダイからコレクターまでの幅）、及び厚さ
２．３ｍｍ（０．０９０インチ）であった。繊維製造に使用したＰＥＴ樹脂は、ＮａｎＹ
ａ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｌａｋｅ　Ｃｉｔｙ，ＳＣ）から商品
名ＮａｎＹａ　Ｎ２１１として入手した。このウェブの坪量は約３００ｇｓｍであった。
ベースのメルトブローンウェブの繊維径（ＥＦＤ）は７～９マイクロメートルであった。
ウェブサンプルは、収縮率試験により収縮率について試験された。結果が下記表５に報告
されている。
【０１８２】
　比較実施例Ｄ
　実施例８のウェブと同様に、ただし空中熱処理を使用せずに、メルトブローン不織布繊
維ウェブが調製された。収縮率試験にしたがって決定された収縮率は、表５に報告されて
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いる。
【０１８３】
【表５】

【０１８４】
　（実施例９～１０）
　実施例９～１０は、実施例１と同様に、ただし対流（すなわち強制）高温空気を空中熱
処理に使用（図１Ｂに示されている通り、ただし上側の高温空気ブロワーのみ使用）して
調製した。
【０１８５】
　繊維製造に使用したＰＥＴ樹脂は、ＮａｎＹａ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ
ｉｏｎ（Ｌａｋｅ　Ｃｉｔｙ，ＳＣ）から商品名ＮａｎＹａ　Ｎ２１１として入手した。
ベースのメルトブローンウェブの繊維径（ＥＦＤ）は７～１０マイクロメートルであった
。実施例９の繊維サンプルの第１加熱ＭＤＳＣ試験データが図３Ａ～３Ｂにプロットされ
ている。公称融点より高い温度に繊維サンプルを加熱した後の第１冷却ＭＤＳＣ試験デー
タが、図３Ｃにプロットされている。実施例９の繊維サンプルのＷＡＸＳ試験データが図
４にプロットされている。実施例９の繊維サンプルのＳＡＸＳ試験データが図５にプロッ
トされている。ウェブのサンプルは更に、収縮率（％）と、上述の引張強度試験により最
大負荷引張強度（Ｎ）について試験された。結果が下記表６に報告されている。
【０１８６】
　比較実施例Ｅ及びＦ
　実施例８及び９のウェブとそれぞれ同様に、ただし空中熱処理を使用せずに、メルトブ
ローン不織布繊維ウェブが調製された。比較実施例Ｅの繊維サンプルの第１加熱ＭＤＳＣ
試験データが図３Ａ～３Ｂにプロットされている。公称融点より高い温度に繊維サンプル
を加熱した後の第１冷却ＭＤＳＣ試験データが、図３Ｃにプロットされている。比較実施
例Ｅの繊維サンプルのＷＡＸＳ試験データが図４にプロットされている。比較実施例Ｅの
繊維サンプルのＳＡＸＳ試験データが図５にプロットされている。ウェブのサンプルは更
に、収縮率（％）と、上述の引張強度試験により最大負荷引張強度（Ｎ）について試験さ
れた。結果が下記表６に報告されている。
【０１８７】
　（実施例１１）
　実施例１１は、実施例２と同様に、ただし対流（強制）高温空気を空中熱処理に使用（
図１Ｂに示されている通り、ただし上側の空気ブロワーのみ使用）して調製した。
【０１８８】
　繊維製造に使用したＰＥＴ樹脂は、ＮａｎＹａ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ
ｉｏｎ（Ｌａｋｅ　Ｃｉｔｙ，ＳＣ）から商品名ＮａｎＹａ　Ｎ２１１として入手した。
ベースのメルトブローンウェブの繊維径（ＥＦＤ）は７～１０マイクロメートルであった
。ウェブのサンプルは、それぞれ上述の試験方法により最大負荷引張強度（Ｎ）と圧縮強
度（ｋＰａ）について試験された。結果が下記表６に報告されている。
【０１８９】
　比較実施例Ｇ
　実施例１１のウェブと同様に、ただし空中熱処理を使用せずに、メルトブローン不織布
繊維ウェブが調製された。ウェブのサンプルは、それぞれ上述の試験方法により、最大負
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荷引張強度（Ｎ）と圧縮強度（ｋＰａ）について試験された。結果が下記表６に報告され
ている。
【０１９０】
【表６】

【０１９１】
　実施例９と比較実施例ＥのＭＤＳＣデータについての検討
　図３Ａ～３Ｂは、実施例９と比較実施例Ｅについて、上述のＭＤＳＣ試験方法を用いて
得られた第１加熱プロットを示す。図３Ｃは、実施例９と比較実施例Ｅについて、公称融
点より高い温度にサンプルを加熱した後に得られた、ＭＤＳＣ試験方法を用いて得られた
第１冷却加熱プロットを示す。
【０１９２】
　ガラス転移の特徴は両方の材料で非常に類似しているが、実施例９は、比較実施例Ｅに
比べて、発熱結晶化がより高い温度で開始しており（１０８℃に対して１１１℃）、また
ピーク最大冷結晶化温度がより高くなっている（１２２℃に対して１２６℃）。
【０１９３】
　調製された空中加熱処理ウェブと無処理ウェブの両方とも、調製時には、結晶性成分が
非常に低レベルであると推定された。サンプルの結晶性成分を、正味融解ピーク面積合計
を計算し、更にＰＥＴについて１４０Ｊ／ｇの理論的熱融合を用いて正規化することによ
って推定する場合、実施例９の材料は、無処理の材料（４％）に比べて、わずかに高い結
晶化度（７％）を示す。しかしながら、空中熱処理プロセスによって処理されたウェブ（
実施例９）と、無処理ウェブ（比較実施例Ｅ）とを比較したとき、最も顕著な違いは、空
中熱処理されたウェブが、Ｔｇより高い温度、より具体的には例えばＴｃｃより高い温度
（例えば１５０℃）又はそれより高い温度に加熱されたときにも、改善された寸法安定性
を示すことである。
【０１９４】
　いかなる特定の理論にも束縛されるものではないが、これらの観察結果は、Ｔｇを超え
る温度での、半結晶性（コ）ポリマー（例えばＰＥＴ）材料の冷結晶化の速度低下と開始
温度の遅れは、空中熱処理で得られた結晶性成分のわずかな違いに関連していることを示
唆している。しかしながら、別の違いがＰＥＴに見受けられる。収縮率の低下を示す材料
に見られるのは、その同じ材料が、融解後でも、よりゆっくりと結晶化し続けるというこ
とである。このことは、核生成ふるまいの変化を示唆している。例えば、空中熱処理を受
けた繊維では、核又は「シード」の生じる数が少ない、及び／又はサイズが大きいことを
示唆する。この効果はおそらく、図３Ｃの第１冷却サイクルデータによって最もよく示さ
れており、この図では、空中加熱処理された繊維の（再）結晶化温度が低い側にシフトし
ている。また更に、下記に詳しく述べるように、Ｘ線散乱（ＷＡＸＳ、ＳＡＸＳ）を用い
た見掛けの結晶子サイズの測定によっても、この見方が支持されている。
【０１９５】
　実施例９と比較実施例ＥのＷＡＸＳ及びＳＡＸＳデータについての検討
　実施例９及び比較実施例ＥのＷＡＸＳデータが図４に示されている。比較実施例Ｅでは
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、約２１度と４２度（２θ）に、２つの広い散乱極大値がある。これらの散乱極大値は、
低レベルの結晶化度、及び大きなＰＥＴ結晶子がないことと一貫している。このサンプル
中のＰＥＴ結晶子は十分に小さく、数が少ないため、分解された回折極大値を生成しない
。
【０１９６】
　一方、実施例９のＷＡＸＳデータは、ＰＥＴ三斜晶（０１０）、（－１１０）、及び（
１００）回折極大値が、サンプル（ＤＳ　０６３０１４－４）で観察された散乱極大値に
重なり合っている証拠を示している。実施例９で散乱増加が見られることは、空中熱処理
により製造されたこのサンプル中に存在する結晶子の数がより少なく、サイズがより大き
いことと一貫している。実施例９において、（０１０）、（－１１０）、及び（１００）
極大値に基づき、新たに形成された結晶子について計算された見掛けの結晶子サイズは、
それぞれ３４、３４、及び５０Åである。
【０１９７】
　本明細書全体において、「一実施形態」、「特定の実施形態」、「１つ以上の実施形態
」又は「ある実施形態」というときは、「実施形態」という用語の前に「代表的」という
用語を含むか否かに関わらず、実施形態に関して説明される具体的な特徴、構造、材料、
又は特性が、説明する本開示の少なくとも１つの実施形態に含まれることを意味する。し
たがって、本明細書の随所における「１つ以上の実施形態では」、「特定の実施形態では
」、「一実施形態では」又は「ある実施形態では」といった表現があっても、必ずしも説
明する本開示の同一の実施形態を指すわけではない。更に、特定の特徴、構造、材料、又
は特性は、任意の好適な方法で１つ以上の実施形態に組み合わされてもよい。
【０１９８】
　本明細書で特定の例となる実施形態を詳細に説明したが、当然のことながら、当業者は
上述の説明を理解した上で、これらの実施形態の代替物、変更物、及び同等物を容易に想
起することができるであろう。したがって、本開示は、本明細書上文に記載される実例と
なる実施形態に過度に制限されないと理解されるべきである。更に、本明細書中で参照さ
れるすべての刊行物、公開特許出願、及び発行された特許は、各々の個々の刊行物又は特
許が明確にかつ個別に参照により援用されることを示したかのごとく、参照によりその全
文が同程度に本明細書に援用される。様々な代表的な実施形態が説明された。これらの実
施例及び他の実施形態は以下の特許請求の範囲に含まれるものである。本発明の実施態様
の一部を以下の項目［１］－［３５］に記載する。
［項目１］
　ａ）少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分子を含む融解流を、メルト
ブローダイの複数のオリフィスに通すことにより、複数のメルトブローン繊維を形成する
工程と、
　ｂ）工程（ａ）の前記メルトブローン繊維が前記複数のオリフィスから出た直後に、前
記メルトブローン繊維の少なくとも一部分に、制御された空中熱処理作業を行う工程であ
って、前記制御された空中熱処理作業は、前記制御された空中熱処理作業を受けた前記繊
維部分内の分子の少なくとも一部分の応力緩和を達成するのに十分な時間、前記メルトブ
ローン繊維の一部分の融解温度より低い温度で行われる工程と、
　ｃ）工程（ｂ）の前記制御された空中熱処理作業を受けたメルトブローン繊維の一部分
の少なくとも一部をコレクターに捕集して、不織布繊維構造を形成する工程であって、前
記不織布繊維構造は、工程（ｂ）の前記制御された空中熱処理作業を受けずに同じように
調製された構造で測定した収縮率よりも、低い収縮率を呈する、工程と、
　を含むプロセス。
［項目２］
　少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーを含む熱可塑性材料の融解流を、メ
ルトブローダイに供給する工程であって、前記熱可塑性材料は核生成を達成するのに有効
な量の核生成剤を含まない、工程と、
　前記熱可塑性材料にメルトブローを行って少なくとも１本の繊維にする工程と、
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　前記少なくとも１本の繊維が、前記メルトブローダイから出た直後、不織布繊維構造と
してコレクターに捕集される前に、前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマ
ーの融解温度よりも低い温度で、制御された空中熱処理作業を受ける工程であって、この
処理時間は、前記不織布繊維構造が、前記制御された空中熱処理作業を受けずに同じよう
に調製された構造で測定した収縮率よりも、低い収縮率を呈するのに、十分な時間である
、工程と、
　を含むプロセス。
［項目３］
　前記少なくとも１つの半結晶性（コ）ポリマーが、脂肪族ポリエステル（コ）ポリマー
、芳香族ポリエステル（コ）ポリマー、又はこれらの組み合わせを含む、項目１又は２に
記載のプロセス。
［項目４］
　前記半結晶性（コ）ポリマーが、ポリ（エチレン）テレフタレート、ポリ（ブチレン）
テレフタレート、ポリ（エチレン）ナフタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシル）
ブチラート、ポリ（トリメチレン）テレフタレート、又はこれらの組み合わせを含む、項
目３に記載のプロセス。
［項目５］
　前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーが、ポリエステル（コ）ポリマ
ーと、少なくとも１つの他の（コ）ポリマーとの配合物を含み、ポリマー配合物を形成す
る、項目３又は４に記載のプロセス。
［項目６］
　前記空中熱処理作業を受けた前記不織布繊維構造の前記収縮率が、約１５％未満である
、項目１～５のいずれか一項に記載のプロセス。
［項目７］
　前記制御された空中熱処理作業が、前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリ
マーを、前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーのガラス転移温度より高
い温度に加熱する、項目１～６のいずれか一項に記載のプロセス。
［項目８］
　前記制御された空中熱処理作業が、約８０℃～約２４０℃の温度で実施される、項目１
～７のいずれか一項に記載のプロセス。
［項目９］
　前記制御された空中熱処理作業が、少なくとも約０．００１秒かつ約１．０秒以下の持
続時間を有する、項目１～８のいずれか一項に記載のプロセス。
［項目１０］
　前記制御された空中熱処理作業が、放射加熱、自然対流加熱、強制ガス流対流加熱、又
はこれらの組み合わせを用いて実施される、項目１～９のいずれか一項に記載のプロセス
。
［項目１１］
　前記制御された空中熱処理作業が、赤外線放射加熱を用いて実施される、項目１０に記
載のプロセス。
［項目１２］
　前記不織布繊維構造が、マット、ウェブ、シート、スクリム、布地、及びこれらの組み
合わせからなる群から選択される、項目１～１１のいずれか一項に記載のプロセス。
［項目１３］
　前記不織布繊維構造の前記メルトブローン繊維が、約１０．０マイクロメートル未満の
メジアン繊維径を呈する、項目１～１２のいずれか一項に記載のプロセス。
［項目１４］
　前記空中熱処理作業の前に、最中に、又は後に、前記メルトブローン繊維に複数の微粒
子を添加する工程を更に含む、項目１～１３のいずれか一項に記載のプロセス。
［項目１５］
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　前記空中熱処理作業の前に、最中に、又は後に、前記メルトブローン繊維に複数の非メ
ルトブローン繊維を添加する工程を更に含む、項目１～１４のいずれか一項に記載のプロ
セス。
［項目１６］
　項目１～１５のいずれか一項に記載のプロセスを使用して調製された、不織布繊維構造
。
［項目１７］
　少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーの分子を含有する複数のメルトブロ
ーン繊維を含む不織布繊維構造であって、前記熱可塑性材料は、核生成を達成するのに有
効な量の核生成剤を含まず、更に、前記不織布繊維構造は寸法安定性であり、１５％未満
の収縮率を呈する、不織布繊維構造。
［項目１８］
　前記少なくとも１つの半結晶性（コ）ポリマーが、脂肪族ポリエステル（コ）ポリマー
、芳香族ポリエステル（コ）ポリマー、又はこれらの組み合わせを含む、項目１７に記載
の不織布繊維構造。
［項目１９］
　前記半結晶性（コ）ポリマーが、ポリ（エチレン）テレフタレート、ポリ（ブチレン）
テレフタレート、ポリ（エチレン）ナフタレート、ポリ（乳酸）、ポリ（ヒドロキシル）
ブチラート、ポリ（トリメチレン）テレフタレート、又はこれらの組み合わせを含む、項
目１７又は１８に記載の不織布繊維構造。
［項目２０］
　前記少なくとも１つの熱可塑性半結晶性（コ）ポリマーが、ポリエステル（コ）ポリマ
ーと、少なくとも１つの他の（コ）ポリマーとの配合物を含み、ポリマー配合物を形成す
る、項目１７～１９のいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
［項目２１］
　前記不織布繊維構造が、マット、ウェブ、シート、スクリム、布地、及びこれらの組み
合わせからなる群から選択される、項目１７～２０のいずれか一項に記載の不織布繊維構
造。
［項目２２］
　前記不織布繊維構造の前記メルトブローン繊維が、約１０マイクロメートル未満のメジ
アン繊維径を呈する、項目１７～２１のいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
［項目２３］
　約０．５％～約１２％のソリディティを呈する、項目１７～２２のいずれか一項に記載
の不織布繊維構造。
［項目２４］
　１００ｇｓｍ～約３５０ｇｓｍの坪量を呈する、項目１７～２３のいずれか一項に記載
の不織布繊維構造。
［項目２５］
　前記不織布繊維構造の第１加熱においてＭＤＳＣを用いて得られた全熱流量曲線が、空
中熱処理なしで同じように調製された不織布繊維構造の第１加熱においてＭＤＳＣを用い
て得られた全熱流量曲線に比べて、より高い結晶化温度へのシフトを示す、項目１７～２
４のいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
［項目２６］
　公称融点を上回る温度での空中熱処理で前記不織布繊維構造を加熱した後の第１冷却に
おいて、ＭＤＳＣを用いて得られた全熱流量曲線が、空中熱処理なしで同じように調製さ
れた不織布繊維構造について公称融点を上回る温度に加熱した後の第１冷却において、Ｍ
ＤＳＣを用いて得られた全熱流量曲線と比較されたときに、ガラス転移温度と公称融点と
の間に冷結晶化ピークのショルダーを呈する、項目２５に記載の不織布繊維構造。
［項目２７］
　本明細書に開示される試験方法を用いて測定された圧縮強度が、１ｋＰａより高い、項
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［項目２８］
　本明細書に開示される試験方法を用いて測定された最大負荷引張強度が、１０ニュート
ンより高い、項目１７～２７のいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
［項目２９］
　本明細書に開示される広角Ｘ線散乱を用いて測定された見掛け結晶子サイズが、３０Å
～５０Å（端の値を含む）である、項目１７～２８のいずれか一項に記載の不織布繊維構
造。
［項目３０］
　複数の微粒子を更に含む、項目１７～２９のいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
［項目３１］
　複数の非メルトブローン繊維を更に含み、所望により該非メルトブローン繊維は短繊維
である、項目１７～３０のいずれか一項に記載の不織布繊維構造。
［項目３２］
　項目１７～３１のいずれか一項に記載の不織布繊維構造を含む物品であって、前記物品
が、断熱物品、防音物品、液体濾過物品、拭き取り布、手術用ドレープ、創傷包帯、衣類
、呼吸用マスク、又はこれらの組み合わせからなる群から選択される、物品。
［項目３３］
　メルトブローダイと、
　該メルトブローダイから放出されるメルトブローン繊維に、該メルトブローン繊維の融
解温度よりも低い温度で、制御された空中熱処理を行うための手段と、
　前記熱処理されたメルトブローン繊維を捕集するコレクターと、
　を含む、装置。
［項目３４］
　前記メルトブローダイから放出されたメルトブローン繊維の制御された空中熱処理を行
うための前記手段が、放射ヒーター、自然対流ヒーター、強制ガス流対流ヒーター、及び
これらの組み合わせからなる群から選択される、項目３３に記載の装置。
［項目３５］
　前記メルトブローダイから放出されたメルトブローン繊維の制御された空中熱処理のた
めの前記手段が、少なくとも１つの赤外線ヒーターを含む放射ヒーターである、項目３４
に記載の装置。
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